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原子力と国際競争力
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地球環境保護とエネルギー安定供給の利点から原子力への期待が高まり，東京

大学では学部の環境・エネルギーコースや大学院の原子力国際専攻に非常に優秀

な学生が多く入学するようになった。日本のみならず米国や中国の大学などでも

優秀な学生が多数，原子力工学科に入学するようになったと聞いている。まさに

「原子力ルネサンス」である。

日本の原子力には「国際化」というパラダイムシフトが生じた。これにいかに

うまく対応し発展できるかが問われている。国際的に通用するかどうかで判断・

行動する必要があり，これまでの常識だけでは必ずしも途は開けまい。

このパラダイムシフトは大学も例外ではない。フランスのグランゼコールの学

生は政府給費生で数カ月の海外留学も義務付けられている。これに対して「日本

の大学では奨学金は貸与で海外留学の費用もない」などと不平を言っても始まら

ない。課題はこれだけではないし，他国の方法が我々にとって最善とは限らない。

自ら責任を持って工夫し実行するしか方法はないのである。東京大学では数年前

に原子力国際専攻と原子力専攻（専門職大学院）を開設し，原子力の再構築を果

たした。実用の進展に対応する10数科目の原子力教科書も出版中である。「グロ

ーバルCOEプログラム」の資金もいただいて全力で努力してきたつもりではある。

しかし，途なお遠い感がある。

「日本が危ない」のではなかろうか？ 日本の繁栄が20年後も可能か心配である。

「日本凋落の危機感が国民全体に無い」のではと心配である。危機感を共有し，

50年前にもどってチャレンジする必要があるのではないか。

日本の原子力技術は世界のトップランクである。「原子力」で日本の未来に貢

献しなくてはならない。「日本村」，「縦割り」，「原子力村」を脱却し，大学，電

力，メーカ，研究開発機関，行政機関などがそれぞれの役割を「国際化」のキー

ワードで見直して，それを果すことがまず求められている。優秀な人材は国際競

争力の重要な要素である。

（早稲田大学　特任教授）岡　芳明
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１．はじめに

2009年12月，コペンハーゲンでの第15回国

連気候変動枠組条約締結国会議（COP15）で

は具体的な二酸化炭素（CO2）削減目標が設

定できなかったものの，各国が削減努力を続

けることで合意した。国連の気候変動に関す

る政府間パネル（IPCC）は，地球温暖化防止

には大気中の温暖化ガス濃度を450ppmに抑え

る必要があると分析している。国際エネルギ

ー機関（IEA）は，これを実現するには電源構

成の約60％が原子力や再生可能エネルギーな

ど温暖化ガスを排出しない電源になることが

必要としている。

［寄稿］

波力発電の壮大な風景
―日本の波力発電の可能性―
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三井造船㈱
事業開発本部　本部長補佐黒崎　明

季報エネルギー総合工学

こうした中，国土を海洋に接する国々は，

洋上風力の大規模導入や，波力・潮力を有望

な再生可能エネルギー源と位置づけ，その開

発・導入に対し様々な支援策を講じている。

例えば，欧州では，北アフリカなどでの太陽

光発電の電力を欧州に輸送するため，大陸に

跨る海底電力ケーブル敷設など，海洋利用を

戦略的に進めている（図１参照）。その有様は，

かつての列強諸国が海洋再生可能エネルギー

の争奪に舞台を移してしのぎを削っているか

のようである。

地球温暖化対策，魅力ある国内市場の不在，

国防をめぐる周辺環境の変化など国家的に大

きな問題を抱える中，日本の海洋は，広大さ，

図１　欧州のDESERTECプロジェクト

（出所：DESERTEC FOUNDATIONホームページ）
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手付かずの巨大国内市場，地政学的重要性と

いう，国益と安全保障に直結する三要素を備

えている。

日本の領海と排他的経済水域（EEZ）は，

世界第６位の広さを有する。ここに賦存する

膨大な海洋再生可能エネルギー資源の有効活

用を計ることは，CO2削減に寄与するのみな

らず，雇用や税収に直結する巨大な国内産業

の創出にもつながる。

また，日本の海洋政策は，東アジアの政治的

安定とも無縁ではない。田中伸男IEA事務局長

は「日本は，欧州に学び，電力会社間の送電網

を拡充して連系すれば再生可能エネルギーを増

やし，さらに，需要が急増する中国，韓国に接

続して東アジア全体で再生可能エネルギーを増

やせるかもしれない」と述べている(1)。このよ

うに，海洋再生可能エネルギーはわが国にとっ

て，温室効果ガス削減とエネルギーセキュリテ

ィーの確保を超えた重要な意味をもつ。

２．世界の再生可能エネルギーの風景

（１）温暖化ガス削減における電力の重要性

日本では，石炭，石油，天然ガスなど一次

エネルギーの供給量と最終エネルギー消費量

は2000年以降頭打ちであるが，この間も電力

消費は増え続けており，今後もこの傾向は続

くと考えられる。また，世界的にも先進国で

は同様な傾向にあるものと見られる。他方，

一次エネルギーを電力に転換する際の損失は

60％と大きく，一次エネルギー全体でみても

27％程度になる。電力消費拡大傾向，電力転

換時の損失，自然エネルギーによる代替余地

から見て，電力供給構造の転換はCO2削減対

策のなかでも最重要課題である。

（２）電力供給構造

世界の発電設備容量は約4,000GW，このう

ち日本は約240GWである。中国は800GWに迫

る勢いで伸びている。年間総発電量でみると，

世界は約15兆kWh，日本は約１兆kWhとなる。

再生可能エネルギー（水力を除く）について

みると，世界では風力約120GW，太陽光約８

GWで，最近は毎年30GWを上回るペースで増

加している。今は原子力の372GWには及ばな

いが，再生可能エネルギーが原子力を抜き去

る日は遠くない。

日本の再生可能エネルギーでは，風力と太

陽光がそれぞれ２GW程度で，風力の立地は頭

打ち傾向にある。このためわが国では，もっ

ぱら太陽光に期待が集まっている。

（３）再生可能エネルギーと海洋利用の風景

IEAのエネルギー技術シナリオは，2050年に

CO2半減を実現するためには，あらゆる新エ

ネルギー・低炭素電源が恐るべき規模で必要

になるとしている（図２参照）。

欧州はじめ諸外国では，地球温暖化防止の
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図２　IEAのエネルギー技術シナリオ

（出所：Energy Technology Perspectives 2008, IEA）



観点だけでなく，新産業創出，産業競争力強

化，地域共同体強化の観点から，再生可能エ

ネルギーの導入拡大のために海洋利用が大胆

に進められている。英国は2020年に電力需要

の４分の１（32GW）を賄う世界最大の洋上風

力発電所を完成させる計画で，この内の15GW

をドイツ企業が受注した。欧州全体で稼動，

許可済，申請中の洋上風力は合計68GWにのぼ

るとみられる。（図３参照）

2009年末には，洋上風力発電用として世界最

長の海底送電ケーブル（BorWin-Ｉ）が，工期

26カ月と４億ユーロを投じて完成した。容量

400MW，全長200kmの高電圧直流送電ケーブル

で，送電損失は７％以下と報じられている。

３．波力発電を巡る動向

（１）わが国の波力発電開発―逝きし世の面影(2)

「巌頭に悍馬を立てよ」。この言葉が相応し

い男たちの中に，日本の波力発電の創始者益

田善雄氏がいる。戦後，航空プロペラ技術者

の間で小型風力発電の研究開発が盛んな中，

海軍にいた益田は波力発電の開発に取り組み，

自衛隊在籍中，さらには海洋科学技術センタ

ー（2004年から(独)海洋研究開発機構）に転進

後も一貫して波力発電の研究に取り組んでき

た。益田の世界的な業績に，1964年には世界

初の航路標識ブイへの実用化，大出力波力発

電の実証実験「海明」プロジェクト（1975～

86年）がある。益田は洞察力に溢れた人で，

今日世界中で開発されている波力発電装置の

多くは，様々な益田式を発展させたものとい

える。例えば，1947年に益田が考案し，実験

を重ねた三浮体システム（図４参照）は，現

在英国などで実証実験が進められているペラ

ミス（後出）の原型とみることもできる。

― 4 ― 季報エネルギー総合工学

図３　欧州の洋上風力発電プロジェクトマップ（一部）

（出所：European Offshore Wind Conference and Exhibition 2009）

（出所：益田善雄『日本の波力発電』）

図４　益田による三浮体波力発電システム
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1975年，世界の先陣を切って海洋研究開発機

構が始めた大出力波力発電の実証実験「海明」

プロジェクトは，1979年には，米国，英国，カ

ナダおよびアイルランドが参加するIEAの国際

協力プロジェクトとなった（図５参照）。

1985年７月～1986年６月の第３次海上実験

では，年間190MWhの発電と陸上への送電に

成功したが，発電出力は満足できるものでは

なく，電力単価は360円/kWhと，経済性には

ほど遠いレベルであった。

こうして，大出力波力発電の実証実験は関

係者にとって不本意な結果に終わったが，そ

の足跡は世界の技術史に刻まれ，また，多く

の反省材料を世に残した。益田が，失敗原因

の１つに，実験目的達成より安全性を優先し

たことを挙げているのが印象的である(3)。

1998年には捲土重来をかけて「マイティー

ホエール・プロジェクト」が始まったが，こ

れも実用化に足る性能を引き出すに至らず，

2002年３月に終了した。結果的にわが国最後

のプロジェクトになってしまった（図５参照）。

（２）大ブームとなっている世界

日本の停滞とは対照的に，世界では100を超

える海洋再生可能エネルギー開発プロジェク

トが様々な研究ステージで進んでいる（図６

参照）。このうち波力・潮力，なかでも波力発
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寸　　法：全長80ｍ×幅12ｍ×高５～７ｍ

発電方式：振動水柱型空気タービン方式

定格出力：1,000kW（目標）

設置海域：山形県由良沖，水深40ｍ

寸　　法：全長50m×幅30m×高12m

発電方式：タンデム・ウエルズタービン方式

定格出力：110kW（目標）

設置海域：三重県五ヶ所湾沖，水深40m

図５　波力発電装置「海明」，「マイティーホエール」外観と主要諸元

電が最も有望視され，実用化も近いとみられ

る。国別には，英米が先行している。

また，諸外国は海洋再生可能エネルギーに

対して様々な助成，優遇措置を設けている

（表１参照）。国土を海洋に接する主要国中，

なんら優遇措置を設けていない国は日本を除

いて１つもないといってよい。

中国について若干触れておく。2005年２月全

人代常務委員会で「再生可能エネルギー法」が

採択され2006年元日施行された。地方政府にお

いても，中央政府の政策に基づき，各地域の状

況に合わせて地域毎の「利用計画」を制定する

こととしている。再生可能エネルギーを「風力，

太陽，水力，バイオマス，地熱，海洋エネルギ

（出所：海洋研究開発機構ホームページ）

（出所：An IEA OPEN Technology Bulletin Article, July 2008）

（出所：海洋研究開発機構ホームページ）

図６　様々な海洋エネルギー変換プロジェクト
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ー等の非化石エネルギー」と定義し，海洋エネ

ルギーには，波力と潮力が含まれている。潮力

発電の普及が先行しているが，昨年，小規模な

がら世界初の風力・波力・太陽エネルギー複合

発電所を広東省・珠海市の担杆（Dangan）島に

設置したとみられる。

（３）実用化に近い波力発電装置

近年は，水深が深く波高の大きい沖合で多

数の小規模装置アレイを設置するのがトレン

ドになっており，「ペラミス」（Pelamis）と

「パワーブイ」（PowerBuoi）が最も実用化に近

いものと見られる。

スコットランドのオーシャン・パワー・デ

リバリー社が開発した「ペラミス」（図７参照）

は，直径3.8ｍの円筒形浮体４台が連結した蛇

のような姿をした重量750トンの装置である。

各浮体連結部にシリンダーポンプ２台と可変

容量型モータ１台を組み合わせた油圧装置が

あり，波で連結部が折れるとピストンでオイ

ルが押され，そのオイルで発電機を回す。

2008年９月に北ポルトガル沖に750kW機が3基

設置され，ポルトガル政府が約32円/kWhの固

定価格買取（FIT）で支援する世界初の商用波

力発電とうたわれたが，その後，故障が発生

し改修中と報じられた。

米国のオーシャン･パワー・テクノロジー

（OPT）社が開発した「パワーブイ」（図８参照）

は，ポイントアブソーバー型の波力発電装置で，

構造がシンプルでかつ大部分が水中に没してい

るので，安全性や信頼性で有利と見ている。米

国ニュージャージー沿岸に定格40kW級の初期

の試験機を１台設置し，2005年10月からの１年

間と2008年８月から現在まで稼働している。こ

の間，台風や12ｍ以上の波浪に耐えている。

「パワーブイ」は，スペインで世界最大の再生

可能エネルギー会社イベルドロラとスペイン政

府との合弁事業として建設が進められている

1.39ＭＷの波力発電所に採用され，2008年９月

に定格40kW改良型の装置を設置した。また，

表１波力・潮力に対する主要国の優遇措置（事例）

図７　「ペラミス」の外観 図８　「パワーブイ」の外観と設置想像図



今春にはスコットランドのオークニーに定格

150kWの装置を設置する予定である。同社は，

海底に設置される系統連系機器の開発も進めて

おり，近く，英国コーンウォール沖合ウェー

ブ･ハブの海底に設置する予定である。

（４）動き出した商業発電プロジェクト

OPTと大手建設企業が進めていたオースト

ラリア・ビクトリア州ポートランド沖合の

19MW波力発電プロジェクト計画に対し，政府

補助金が決定された。総投資額は２億3,300万

豪ドル（約186億円）とみられる。同計画は，

６年計画の中を３フェーズに分け，大型化とコ

ストダウンのステップを折り込んでおり，実証

試験と商業発電をつなぐモデル発電事業のよう

な位置づけと考えられる。優遇措置としては，

連邦政府・州政府の設備補助金45％，初年度32

円/kWh，６年度以降16円/kWhの電力引取価格

に再生可能エネルギー証書（現在相場４円

/kWh）が付加される。モデル発電事業と言っ

ても，「どんぶり勘定」の中で損失を補填する

ようなものではなく，事業期間20年の高収益事

業として計画されている。いよいよ本格的な商

業波力発電時代の幕開けと言ってよい。

因みに，このプロジェクトは，政府の産業

再生事業の公募（競争的資金）に対して応募

のあった40プロジェクトから採択された４件

のうちの１件である。採択された他のプロジ

ェクトは，地熱発電２件，バイオマスと風力

のハイブリッド１件である。

さらに，昨年末には，OPTと米国オレゴン

州政府の間で，定格100MW波力発電所のフィ

ージビリティー・スタディーについて覚書が

交わされた。

（５）海洋エネルギー実証試験場

欧州では多くの実証試験場が整備され，海洋

エネルギーの研究開発が支援されている。この

うち，英国の欧州海洋エネルギーセンター

（EMEC）とウェーブ･ハブが有名である。

EMEC（図９参照）は，EUのなかでスコッ

トランドが誘致競争を勝ち抜いた施設であり，

装置性能，耐久性，信頼性の評価，標準化を

目的に世界に利用を公開している。２年先ま

で予約が埋まる活況であると聞き及んでいる。

また，英国の南西地域開発局（SWRDA）は，

コーンウォール沖合10マイルの海域に，世界

最大の波力発電基地ウェーブ･ハブを，今夏完

成予定で建設を進めている。４km×２kmの海

域を４海区に分割し，各海区に１型式の波力

発電装置アレイが設置される。発生した電力

は海底ケーブルで送電し陸上の電力グリッド

に系統連系される。実証試験と発電基地を兼

ねたような施設とみられる。
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図９　欧州海洋エネルギーセンター（EMEC）

（出所：EMECホームページ）



（６）産業の波及効果

波力発電から広範囲な産業に波及効果が出

始めている。IBMやBoschなど，これまで無縁

であったようなＩＴ大手や自動車部品大手が，

海洋再生可能エネルギー分野をこれからの有

望市場とみて参入戦略を強めている。

定格５GW波力発電所建設に使われる素材や

部品は，鋼材300万トン，係留索3,000km，コ

ンクリートケーソン1,000万トン，波力発電装

置１万基用の油圧機器，電気制御機器，ＩＴ

機器など，となる。

（７）再生可能エネルギー間の競争力

普及時の波力発電設備コストは約４億円

/MW（年間400基量産ベース），発電単価は15

円/kWhと，他の再生可能エネルギーに比べ遜

色ない（表２参照）。

４．日本における波力発電の可能性

（１）日本周辺の波力の賦存量

波力発電の出力に影響するパラメーターは

波高，波周期および波パワー密度である。

波高については，有義波高という一般には

聞き慣れない名前が代表している。天気予報

で波高といえばこの有義波高をさす。海の波

は不規則であり，この波形記録から，ゼロ・

アップ・クロス法と呼ばれる方法で，一波ず

つ波高と周期を読み取り，波高の大きい順に

数えて全体の３分の１の波高の平均値を有義

波高Ｈ1/3と呼んでいる。

計測機器が発達していない時代，海の波の

観測は人間の目視観測で，このデータは長い

年月にわたって多く蓄積されているが，これ
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を活用するためには目測波高とだいたい対応

するような波高を定義する必要があった。こ

れが有義波高Ｈ1/3であり，統計理論上必ずし

も重要な意味を持つものではない。

波高の確率分布は「Rayleigh分布」と呼ばれ，

1,000個の波の最高波高の期待値Ｈmaxと有義波

高との関係はＨmax＝1.933Ｈ1/3となる。すなわ

ち，数時間の間に現れる最大波高は有義波高

の約２倍と考えてよい。

波パワーは，１ｍの幅を通る波パワー密度

Ｗ（仕事率）として表され，正弦波を仮定す

ると，波高Ｈ（ｍ）と周期Ｔ（秒）を用い，

Ｗ＝0.98Ｈ2×Ｔ

として計算できる。海の波は不規則波の成分

波である正弦波のパワーを加え合わせたもの

が実際の波パワーＷ＊になる。有義波を用い

て近似的にこれを求めると

Ｗ＊＝0.49Ｈ1/3
2×Ｔ1/3

となる(4)。

日本の沿岸に打ち寄せる波パワーの賦存量

を36GWとする報告がある(5)。沿岸の平均波パ

ワー密度は７kW/ｍ　(水深50ｍ以下の実測値

による）程度であり，総海岸線長を5,200kmと

して計算した値である。沖合に設置される波

力発電を対象とするにはあまりに控え目な値

になっている。

水深が深い沖合での波パワーは，15～20kW/

ｍと現在の観測地の２～３倍の値になる。また，

上記海岸線長5,200kmには伊豆小笠原諸島が全

く含まれておらず，南西諸島についても沖縄本

島と奄美大島の二島しか含まれていない。日本

の海岸総延長は実に３万5,000kmで，全長

100kmを超える海底電力ケーブルも珍しくなく

なった今日では離島と離島の間の海面も波力発

季報エネルギー総合工学

波力発電※ 
（パワーブイ） 

太陽光発電 太陽熱発電 風力発電 

設備コスト 
（$million/MW） 

発電コスト 
（¢/kWh） 

3.9 7.2 ― 10.4 4.3 ― 5.9 1.5 ― 3.1

1.5 50 ― 134 24 ― 34 8 ― 16

※波力は年間400台建造時のコスト 

表２　再生可能エネルギー間の競争力（OPT社分析）



電の適地となりうる。さらに，波パワーの一部

が波力発電装置に吸収される効果と，周辺の風

によって励起される効果とどちらが大きいのか

という疑問もある。このように，沖合の波パワ

ー賦存量を的確に言い当てたデータは今のとこ

ろ存在しない。私見を述べさせて頂くと，波パ

ワー密度15～20kW/ｍ，沖合線長１万km，風に

よる復元効果を２倍とすれば日本の波パワーの

賦存量は300GW～400GWとなる。

（２）波力発電のポテンシャル

太陽が風を起こし風が波を起こしながらそ

のエネルギーを濃縮（エネルギーの濃縮現象）

する。波のエネルギー密度は，太陽の約20倍，

風の約４倍にもなる。このことから，波力発

電は風力発電に比べて設置密度を大きくとる

ことができる。また，波力発電装置は海上露

出部が小さく上空の風を乱す影響が小さいこ

とから，波力発電を洋上風力発電の間を埋め

るように設置することもできる。

風力発電装置の出力特性（あるいはパワー

カーブ）は，風速を変数として定義されるが，

波力発電装置の出力特性は，波高と周期の２

つの変数に対して定義される。このため，電

力変換制御システムは風力に比べて複雑であ

る。発電性能は，波パワーの電力への変換効

率（エネルギー変換効率）でみる場合と，風
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力と同じように装置の定格最大出力に対する

実際の年間平均出力の割合（設備利用率）で

見る場合がある。

「マイティーホエ－ル」のように，波の進

行方向に向かって一定の幅で波力を取り込む

方式では，発電性能としてエネルギー変換効

率をみることが多いが，「パワーブイ」や「ペ

ラミス」のような装置では，波幅を適切に定

義できないので，設備利用率が用いられる。

最近の先進的な装置のエネルギー変換効率と

設備利用率はともに30％程度とみられる。し

たがって，波パワー賦存量の３％を利用する

ことにすれば，定格設備容量30～40GWの波力

発電設備を設置することになる。

（３）日本の波力発電の適地と経済創出規模

冬場の日本海は波が荒いことで知られるが，

年間平均の波パワーから判断すると，太平洋

側に設置するのが有利である。太平洋側の年

間平均波パワーは，日本列島全域にわたり十

分な大きさがあるが，経済的には陸地からの

近さが決め手になる。こうしたことから波力

発電の適地は，北方領土の南方沖，銚子沖，

房総沖，伊豆小笠原諸島沖全域，南西諸島沖

全域など（図10参照）であり，陸上送電網と

連系すれば，本格的な再生可能エネルギー源

に位置づけるに十分な広さがある。

第33巻 第１号（2010）

図10 日本近海における波力発電の適地

（出所：波力発電検討会資料）



仮に，定格５GWの波力発電設備を設置する

と，そこから生まれる経済規模はおよそ，

■設備建設： ２兆円（耐用年数30年）

■電力販売： 3,100億円（年間）

■設備運用： 630億円（年間）

これは，波力発電に限定した規模であり，

洋上風力との併設や漁業，地域振興と組み合

わせた効果を２倍程度として，こうしたフィ

ールドを日本全体で10カ所設置すれば，その

経済規模は30年間累計で約150兆円に及ぶもの

と試算できる。こうした新しい国内市場は，

大きな雇用と税収につながるほか，海外の投

資家から見ても魅力溢れる新興市場ではなか

ろうか。

（４）波力発電技術

波力発電技術は，コンバーター（あるいは

波力発電装置），係留技術，アレイ（配列）技

術，海中送変電技術，さらには運転・保守技

術などで構成されるシステムの全体と捉える

べきである。

コンバーターについては，日本の「失われた

10年」の間に欧米で可能性のある全てのアイデ

アが試されたと思えるほど多くの機種が開発途

上にあり，そのいくつかは実用化の入り口に立

つまでに進化した。今後も，単機出力の大型化

やリニア発電採用による効率化などの改良が継

続的に行われるものと見られる。こうしたなか

で，全体として，おびただしい数の特許が権利

化あるいは出願されているとみられ，これをか

いくぐっての独自開発は，今からではまず不可

能と思われる。このため，海外の優れた製品技

術を導入し，日本企業の優れた製造技術で建造

するというのが現実的な対応と見られる。幸い

にして，日本は欧米企業から先端的技術の供与

を憚られる筋の国ではない。また，幸いにして，

市場は日本国内であり，海外の優れた技術を憚

る理由も無い。この「世界的新興市場」の目を

みはる成長は例外なく海外からの技術と投資に

始まり，時間とともに現地化（ここでは国産化）

が進行する。

日本では波浪状況と海底地形から，海外で

の実績に比し水深100ｍを越えるような比較的

深い海に立地することが想定され，係留技術

やアレイ技術が重要となる。コンバーターを

海外から技術導入するといっても，システム

全体について技術的検証を避けて通ることは

できない。まずは，実海域実証実験が不可欠

である。

（５）日本の海洋エネルギー実証実験場

本格的普及を目指すためには，波力発電シ

ステムの完成度を高めることはもちろんのこ

と，運用経験とデータの蓄積が不可欠である。

このため，１日も早く実海域実証実験場を整

備する必要がある（図11参照）。

東京都を呼びかけ人として昨年7月に設置さ

れた波力発電検討会は波力発電の適地を検討

し，波パワーと地域特性の両面から伊豆大島

周辺海域を実証実験場の候補地とした。離島

では既存電源の発電コストが高いことから，

波力発電のような新しい再生可能エネルギー

電源も取り入れやすいという背景もある。

また，伊豆大島は海を挟んで電力の大消費

地に近く，海上交通の便もよい。さらに，こ

うした実験場が日本の首都東京に設置される

ということになると，実現すれば，世界的な

注目が集まり，地域経済への波及効果は計り

知れないものになろう。こうしたインパクト

のある立地であれば，波力だけでなく，洋上

風力・潮力など他の海洋再生可能エネルギー，

水産，海洋情報サービスなど複合的，多面的

な開発拠点とし，さらには，世界に開かれた

東アジア・環太平洋のセンターに位置づける

など，欲望は際限なく湧いてくる。が，いず

れにしても地域振興を絡め離島発電を入口と

して，実海域実証実験，さらにはモデル発電

事業を通じ技術改良とコストダウンを進めな

がら，徐々に全国的普及に広げていくのが現

実的なシナリオと考えている。

― 10 ― 季報エネルギー総合工学



（６）波力発電の経済性目標と導入目標

実証実験後いきなり商業的発電事業に進む

のではなく，中間に，モデル発電事業ともい

うべき比較的小規模（定格設備容量で10～

20MW）な段階で再生可能エネルギー電源と

しての完成度を高めていくことが結果的に早

道であると考えている。前掲オーストラリア

のビクトリア・プロジェクト（定格19MW）

もそうした位置づけのプロジェクトである。

モデル発電事業に対して，２分の１程度の

設備補助を行えば平均グリッドパリティー程

度の電力引取価格で商業的に成立し，継続的

な運転と評価が可能になる。このように，普

及の段階に応じて適時適切な支援策を講じて

いけば，規模の効果と経験曲線により発電コ

ストは早い時期に10円／kWh台に下がると思

われる。（図12参照）

ただし，普及初期の発電所規模は小さいた

め，海底電力ケーブルなどのインフラは相対

的に高コストになるので，発電所には負担能

力がない。当面の間，戦略的に公共インフラ

として整備されるべきである。

波力発電は「新エネルギー」として認めら

れておらず，国としての導入目標があるわけ

ではないが，筆者は，実証実験場やインフラ

整備がタイムリーに進めば，2020年に300MW，

2030年に３GW，2050年に30GW程度の目標設

定は無理のない範囲と考えている。
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図11 実証試験場のイメージ（ウェーブ・ハブ計画より）

（出所：SW Wave Hub Cable-Seabed Sediment Study, Report 2057, April 2009, METOC）

図12 日本における波力発電のコスト

（出所：世界の最新動向を基に三井造船が独自に推定）
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５．おわりに

世界はCO2換算年間270億トン，日本は14億

トンを排出している。温暖化の影響が既に物

理的・生物学的に表れている可能性が高く，

氷河や永久凍土の減少，湖沼や川の水温上昇，

生態系の変化，海水の酸性化などが起きてい

ることについては広く知られている。IPCCの

シミュレーションによれば，何も手を打たな

ければ地球の平均気温は2100年に約６℃上昇

する。IPCCは100年後以降の予測は出してい

ないが，科学的な裏づけには至っていない最

悪のシナリオとして，温暖化がある臨界点を

超えて進行するとフィードバックが働かなく

なり，温暖化が際限なく続いて生活が大きな

打撃を受け文明が後退する，あるいは，人類

が激減・絶滅するといった見方もある。

宇宙は130億年前のビックバンで生まれ（米

物理学者ジョージ・ガモフ），50億年前に太陽

が，46億年前に地球が誕生した。40億年前に

は原始生命が誕生，６億年前からカンブリア

爆発と呼ばれる生物の多様性が始まり約1,000

万年という短期間に種を多く増やした。650万

年前に生物の大量絶滅（隕石落下原因説）が

あった後，500万年前にようやく最初の人類の

祖先（猿人）が現れるのである。太陽の寿命

は100億年といわれ既に50億年を経過し，数億

年後には太陽の膨張により，地球の高温化が

始まるとされる。

空海24歳の戯曲「三経指帰」の一節に「地

球などはいつまであるのかわからない。ヒマ

ラヤ山はなるほど天に届くほど高いが，それ

も地球の最後の日には火に焼かれ灰になって

しまうのである。大洋はなるほど広いが，水

が涸れて消え，かぎりなく広がっているとみ

られるこの大地もどろどろになって消えてし

まうのである。天にあこがれる以外に生きる

方法はない」(6)。人類は宇宙の塵から生まれ

て宇宙全体や人類存在の意味を考えるまでに

ようやく進化を遂げた。数億年と思しき人類

の余命を，現代人の無作為により数百年に縮

めてしまうことなどおよそあってはならない

ことであろう。

地球温暖化問題は，紛れもなく全人類が地

球規模で取り組むべき安全保障問題であると

いう共通理念の下，各国はそれぞれの地域性

と国益との折り合いを計りながら戦略的に取

り組みつつある。

日本では，陸上立地の制約のなかで再生可

能エネルギーの大規模導入を計らなくてはな

らない地域性から，海洋への進出は理にかな

う。一刻も早く海洋再生可能エネルギーを

「新エネルギー」として，世界的スケールで戦

略的に普及を計ることが期待される。2020年

CO2削減目標25％のうち10％を海外からの排

出権購入に依存し，その支払いに数兆円を充

てるという，その一部を海洋再生可能エネル

ギーへの投資にまわすことも考えてみてはど

うであろうか。
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１．はじめに

20世紀のエネルギー革命は，石炭から石油

への流体革命であった。21世紀に起きつつあ

るエネルギー革命は，化石エネルギーから非

化石エネルギーへの「低炭素化（グリーン）

革命」である。この「グリーン革命」をより

仔細に見ると，エネルギー源の陸地から海洋

へというオーシャン化の流れ，すなわち，「グ

リーン・オーシャン革命」の胎動がある。

四方を海に囲まれたわが国は，国土の約11

倍の排他的経済水域（EEZ）を有している。

日本がEEZに保有する潜在的資源・エネルギ

ー量を含めると，日本は「エネルギー小国」

から「エネルギー大国」になる可能性がある

とも言われている。

海洋には，運動エネルギー（波，潮流，海流

等），海水の温度差エネルギー，海洋生物のバ

イオマス・エネルギー等，多様な海洋エネルギ

ーがある。利用形態は，電気エネルギーに変換

する発電利用が一般的である。海流発電とは，

海流の運動エネルギーを電気エネルギーに変換

して取り出す技術とシステムの総称である。

�エンジニアリング振興協会は，2006年10

月，青森県の意向を受け，産・学・県を母体

とする「大間崎潮流発電実用化委員会」（委員

長：湯原哲夫　東京大学特任教授）を協会内

に設立し活動を続けている。この活動がメガ

ワット級海流発電システムの開発へと進化し，

平成20～21年度には，�機械システム振興協

会から定格２MWの「メガワット級海流発電

［寄稿］

メガワット級海流発電への挑戦
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�エンジニアリング振興協会
理事梅田　厚彦

システムの実用化に関するフィージビリティ

スタディ」を受託した。協会内に設置されて

いる「海洋開発フォーラム」の有力メンバー

で構成する検討委員会（委員長：山口一東京

大学教授）を発足させ検討を行った。本稿で

は，その検討の軌跡の一部を紹介する。

２. 海流エネルギーの特性とその存在量

（１）海流と潮流

海の流れには，潮流（tidal current）と海流

（ocean current）がある。潮流とは，天体の潮

汐力による潮の干満によって変わる水平流で

あり，海流とは，一定の方向に沿って流れる

海水の流れである。両者の違いは，海水の流

れが一定か変化するかである。潮汐の影響を

受けた潮流は，１日に２回「潮止まり」と言

う流れが停止する状態が生じる。これに対し，

海流は地球の自転に影響されていることから，

常に一定方向に流れる。それ故，流速等他の

一定条件下では，海流発電の方が潮流発電よ

りも多くの発電量を得られる。

（２）海流エネルギーの特徴

海流エネルギーは賦存量が大量であるばか

りでなく，予測可能性が高い。風力の場合，

風速，風向等の変化を正確に予測することは

非常に難しいが，海流は，風力に比べれば，

流速や流向の変化の大きさと頻度が小さい。

また，海流は液体であるため気体の約800倍

もエネルギー密度が高く，効率の高いエネル

第33巻 第１号（2010）
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ギー源であり，気体よりも大きな圧力や抗力

が生じる。

（３）海流エネルギー資源量

海流は世界中の海に存在する。特に，流量

が多量な海流は大陸の東側に存在している。

北米大陸ではフロリダ海流，アフリカ大陸で

はモザンビーク海流，ユーラシア大陸では日

本近海を流れる黒潮がある。

エネルギー資源としての海流調査は極めて

少ないため，海流エネルギー資源量の把握は，

断片的な状況にある。日本では，1979年に科

学技術庁資源調査会が調査を行っている。本

政府調査によると，フロリダ海流のエネルギ

ー内蔵量は，年間2,190億kWh（平均出力

2,500万kW）。黒潮では，年間1,700億kWh（平

均出力1,900万kW）で，流速が１m/s以上の海

流域では年間900億kWh（平均出力1,000万kW）

と推定されている（図１参照）。

３．海流発電への取り組み

（１）海流発電のコンセプト

1956年，最初の海流発電の概念がフランスで

発表された。そのコンセプトは，風力発電機を

模したプロペラ方式で，理論出力は流速３m/s

時で１�当たり13.8kWと見積もられていた。

1970年代に入り，米国のウッズホール海洋

研究所と海洋大気局（NOAA）が，フロリダ

海流を利用するプロペラ方式の海流発電構想

を発表した。この研究では，直径73m，ハブ

直径12mのタービンを回し，流速2.1m/s時に

6,360kWの出力が得られると報告されている。

また，1974年，マサチューセッツ工科大学

（MIT）の研究チームは，上記タービンを直列

４段に設置した１基20MWの海流発電構想を

発表している。さらに，縦軸のローター方式

も検討され，1.4MWのサボニーニアスロータ

ー10基をセットにした14MWの発電方式も発

表している。

（２）海外の現状―米国，台湾

現在，海流発電に取り組んでいる国は，日

本，米国，台湾など３カ国程度である。

米国の「フロリダプロジェクト」では，オ

ーシャン・リニューアブル・パワー社が流速

1.5m/s以上のフロリダ海流域で，約500kWの発

電モジュールを海底に設置する実証試験計画

がある。台湾では，台湾大学を中心に「黒潮

プロジェクト」があり，2012年に実証試験，

2014年に20MWの発電を行う構想を発表して

いる（図２参照）。

世界の海流発電への取り組みは，潮流発電

や潮汐発電，波力発電に比べると数が少ない。

これは，海洋エネルギー開発に熱心な英国や

北欧の取り組みが遅れていることが影響して

いる。欧州諸国では，地形の変化を活かした

潮流発電や潮汐発電，良質な波力が得られる

波力発電を優先させている。

季報エネルギー総合工学

図１　世界の海流の現状

フロリダ海流の内蔵エネルギー（2.190億kWh/年=平均出力2,500万kW）
黒潮の内蔵エネルギー（1,700億kWh/年=平均出力1,900万kW）



（３）海流発電のベンチマーク：潮流発電の現状

海流発電と潮流発電の原理は，流体の運動

エネルギーをタービン翼により回転運動に変化

させると言う意味で，基本的には同じである。

2007年５月，�エンジニアリング振興協会

は，先進国事例調査の一環として，潮流発電

システム開発で世界をリードする英国のマリ

ーン・カレント・タービン（MCT）社を訪問

した。訪問当時，MCT社は商業用潮流発電機

“SeaGen”の第１号機（世界最大の定格1.2MW）

の実証段階にあった。幸運にも，北アイルラ

ンドのH&W社工場で組立て中の発電機を見学

できた。センターポールを中心に600kWの発

電機を２機水平に搭載したツイン方式で，

600kW発電用のブレード（羽根）の直径は約

16ｍであった。風力発電機用のブレードと違

って，気体の約800倍の密度の中で回転させる

ため，ブレードの部材構成は，ルート部フラ

ンジがスチール鋳物，スパー部分が炭素繊維

強化プラスチック（CFRP），リブとスキン部

分がガラス繊維強化プラスチック（GFRP）と

一様ではなく，かなりの工夫と苦労の後があ

った。

風力発電と同様，潮流発電の場合も一定流

速の下で高出力を得るには，回転面積を大き

くする必要がある。従って，タービン翼の直

径をできるだけ長くすることがクリティカ

ル・ポイントになる。MCT社製ブレードの直

径16mは世界の最高水準であるが，今後，直

径20mへ挑戦するとのことである。

我々の訪問後，第１号機は，ベルファース

トの南東約40kmにあるStrangford海峡（水深

27m）に設置され，干潮から満潮までの６時

間15分の間に平均５MWhを発電している（図

３参照）。北東イングランド電力の送電網に系

統連系し，年間350MWh（約1,500軒相当）を

供給している。MCT社は，今後，複数機によ

る商業展開する予定である。
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図２　世界の海流発電機開発

図３　英国MCT社の潮流発電機（第１号実証機）
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４．メガワット級海流発電のコンセプト

（１）日本の取り組み

黒潮海流発電のアイデアは，1970年頃から

存在していた。1973年，海洋開発審議会は，

「海洋エネルギー資源及び空間の開発利用を目

的にした21 世紀に及ぶ長期展望にたつ海洋開

発の基本構想と推進方策」を検討した。この

中で，５年間の開発期間を①調査研究，②基

礎技術研究，③実用技術開発の３段階に分け

た実用化計画を提案した。もし，これが実行

されていたならば，今頃は世界に冠たる海流

発電王国になっていたことであろう。

驚くことに，当時の海流発電のコンセプト

は現在のメガワット級海流発電の考え方と酷似

している。すなわち，実用化段階での小規模発

電所で出力１～５MW，中規模発電所で５～

10MW，大規模発電所では500MWの構想を持

っていた。当時はMITの直径75ｍの６枚羽根プ

ロペラ型発電機が構想されていた模様である。

しかし，直径75mの海流発電用のプロペラ型

の羽根を製作することは，現在の技術でも不可

能な状況にある。プロペラ型のブレードの直径

の長さは，現在でも10m台が限界である。

（２）開発理念と設計指針

メガワット級発電のコンセプトは，新エネ

ルギー間競争の中で生き残れるデバイスの開

発にある。このためには，経済性，環境性，

社会的受容性に優れていることが要求される。

このような観点から，開発理念として以下の

項目を重視した。

季報エネルギー総合工学

図４　ループ型ブレードの特徴

① 持続可能な競争力 
② 環境に優しい，安定的なエネルギー供給 
③ 国，市場，社会による受容 

① 世界最先端を凌駕する出力 
② 環境に優しく良質，安定的な発電システム 
③ 市場，地域と共生する仕組み 

また，その基本的な設計指針として，以下

の指針を掲げた。

世界最先端の出力を発揮するための技術的

要素としては，長直径の大型ブレードによる

経済性の発揮がポイントになる。従来のプロ

ペラ型のブレードでは直径10m台の壁が存在

する。この壁を越えるために活用しようとし

ているのが，ループ型ブレードである。
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（３）ループ型ブレード

ループ型ブレード（図４参照）は，小型風

力発電機用に開発された日本独自の方式であ

る。ループ型の特徴は，薄板をループ状に曲

げることにより，ブレードの直径を20m以上

に大きくできることである。風力発電分野で

は既にプロペラ式の大型ブレードが実用化済

みであり，ループ型がこの分野に参入するこ

とは可成り難しい状況にある。しかし，海流

発電分野すなわち液体分野においては，ルー

プ型の特徴（大きいブレードの可能性）をよ

り生かせる可能性がある。

この他，ループ型ブレードには，スキュー

効果による揚力の先端部分への集中，トラス

構造によるブレードの補強効果などがある。

（４）発電出力

発電出力は，単位当たりのコストを低減する

上で重要な要素である。風力発電等の新エネル

ギーに経済性で負けないためには，定格出力２

MW（流速2.5m/s）レベルが目標となる。この

出力を得るには，理論上ブレードの直径を約

33mにする必要がある。これまでは，このよう

な長径のブレードの製作は困難視されていた。

しかし，ループ型ブレードの実験によって，ル

ープ型ブレードの強度ばかりでなく，発電性能

面でもその効果が確認された。（図５参照）。

（５）潜行浮体方式

直径33mのブレードを支えるフレームとし

て，浮体構造物がある。今回の浮体構造の特

徴は，潜行浮体方式である。すなわち，発電

時には海中に潜行させるが，メンテナンス時

には海面に浮上させる方式である。このため，

浮体構造体には，浮力調整タンクを具備した

形になる。また，流体力学的観点から流速の

増加と強度を考慮して六角形のフレームを採

用している（図６参照）。係留方法は，頻繁な

台風来襲や船舶の航行等の日本海域の特性を

考慮して海底からの係留方法を採用している。

因みに，海中での発電機の設置位置は，係留

の条件を考慮して海面から20ｍ以深で200ｍ以

第33巻 第１号（2010）

図５　室内実験における発電出力の変化

図６　ループ潜行方式の概念図



浅の最も流速の高い海中に浮遊させることを考

えている。

５．メガワット級海流発電の実現可能調査

ループ型メガワット級海流発電のコンセプ

トの実現可能性を探るため，「メガワット級海

流発電システムの実用化に関するフィージビ

リティ調査（FS）検討委員会」が設置され，

平成20～21年度の２年間，その調査と検討が

行われてきた。以下にその内容を紹介する

（図７参照）。

（１）FSの目的・目標，検討内容

本FSの目的は，メガワット級海流発電シス

テムのコンセプトの実現可能性を検討し，同

発電システムの基本設計と課題の抽出を行う

ことである。このため，基本性能の確認，実

用のためのコンセプト・デザインの確立およ

び課題の抽出を行った。その対象範囲は，タ

ービンブレード，浮体，係留の３点を重点的

に行った。すなわち，発電性能の確認，流体

抵抗の確認，浮体形態，係留方式などの基本

性能の確認を行うことにある。その方法とし

て，① 模型試験機の製作，② 模型試験機によ

る性能試験，③ データの収集，④ 解析・評価，

⑤ 課題の抽出，⑥ 改善策の検討手順でFSを進

めた。

（２）試験内容と結果の概要（図８参照）

① 発電性能試験

実証機の1/50スケール模型機を作成し，100m

の室内プールにおいて，2.5m/s相当の流速で曳

航試験を行った。今回は，発電機をタービンの

上部に取り付けざるを得なかったことから，摩

擦抵抗などを考慮して発電目標値を500Wに設
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図７　メガワット級海流発電のシステム基本設計プログラム

図８　FS試験内容と結果概要



定した。試験結果は，約20秒間380W水準の発

電を行うことが出来た。この試験結果から，Ｍ

W級の発電が可能なことを確認した。

② タービン翼の強度確認試験

実証機ブレードの1/３スケールのタービン

翼を製作した。試験用タービンの仕様は，長

さ5.5m高さ4.9mのスチール製を使用した。こ

れに，流速2.5m/s相当の荷重をかけて，効力

が最大になるタービン回転停止時の荷重

（2,463kg）に対する応力計測，最大出力時の

スラスト相当の荷重（2,304kg）に対する応力

計測を行った。その結果，ループ型タービン

翼が海流発電用ブレードとして成立すること

を確認した。しかし，先端部分にかかる応力

が大きいことが判明したことから，ブレード

各部の応力を小さくすることが指摘された。

③ 係留力に関する試験

本試験では，実証機の1/62.5スケールの模型

機を製作し，抗力および張力の計測，流体力

係数および浮体挙動の確認，係留特性の把握

を行った。浮体模型の仕様は，長さ93cm，幅

77cm，高さ83cmの発砲樹脂製で，錘の出し入

れで浮力調整が可能なものにした。但し，ブ

レードはアルミ製である。

抗力試験については，流水中における抗力

を六分力計で計測する方法で行った。試験条

件は，流速，傾斜角，タービン状態（回転，
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固定，無し）の組み合わせを43条件で行いデ

ータの取得を行った。

張力試験についても，流水中および波浪流

水中での係留系に作用する張力を張力計で計

測した。試験条件は，流速，流向，波高，タ

ービン状態（回転，固定），係留状態（４種類）

の組み合わせによる64条件で行った。

上記の試験結果，水流中の浮体の挙動は，

流速や係留状態によって変動が見られるもの

の，全般的に安定した姿勢が保たれ，安定性

に問題がないことを確認した。しかし，流れ

の方向が大きく変化した場合には，浮体を正

対させるような対策（スタビライザー，浮体

形状，係留系の構成など）を講じた方がより

安定性を増すとの指摘がなされた。

（３）試験結果の考察と基本設計

今回の静的な試験では，基礎的なデータの

取得，主要な点の性能および強度等の確認，

全体システムのコンセプト・デザインの有効

性の確認ができた。その結果，ループ型海流

発電のコンセプトに特段大きなマイナス結果

は見られなかったが，必要な改良点も確認さ

れた（表１，表２参照）。その概要は以下の通

りである。

● 出力性能試験結果，当初予定出力の 80％程

度の電力の出力が確認された。
● ブレードの荷重試験結果，現在のループ型

形状に特段の問題は見いだせなかったが，

ブレードの先端部分およびハブの部分に予
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表１　基本設計書の概要

表２　FSで抽出された課題



想以上の荷重が掛かることが判明したので，

何らかの補強の必要性が指摘された。
● 係留試験結果，浮体形状および係留方式に

関して安定性の問題が無いことが確認され

た。しかし，流れの方向が大きく変化した

場合または大きな波動生じた場合には，浮

体の挙動に影響を及ぼすことが判明したの

で，より安定性を高めることの検討が指摘

された。

今回の試験結果は静的な試験結果であるも

のの，次のステップへ進む上で大きな自信に

繋がる結果である。今後は，今回の試験で収

集したデータや知見を活用して，外的条件を

加えた動的シミュレーションと構造解析を行

う必要がある。最適な実証機設計開発のため

には，コンピューターによる構造解析，機能

解析，動的ミシュレーション解析は不可欠な

プロセスである。これらの動的解析や試験等

を踏まえて，メガワット級海流発電の技術的

課題の改善が進み，システムの経済性はさら

に前進することになる。

６．おわりに：課題と展望

現在，政府では「新成長戦略の策定」，「エ

ネルギー基本計画の見直し」，「地球温暖化基

本法」，「EEZ及び大陸棚の保全及び利用のた

めの拠点整備等に関する法律」などが審議さ

れている。

海流発電をはじめとする海洋エネルギー開

発は，政府が進める政策に貢献できる分野で

ある。海洋開発が秘めている潜在力は膨大か

つ多面的である。クリーンで安定的なエネル

ギー供給，CO2削減効果，新海洋産業として

の経済・雇用創出，海外新市場開拓，技術・

エンジニアリング促進，地域開発等が期待で

きる。にもかかわらず，日本の海洋開発が

遅々としている理由には，陸上開発には比べ

大きなリスクとコストがかかることである。

近年，世界の海洋エネルギー資源開発への政

策展開は目を見張るものがある。英国をはじ
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めとする欧米先進国ばかりでなく，韓国や中

国も大きな国家予算を投入し，海洋政策の強

化を図っている。

2007年，日本国政府は海洋基本法を成立さ

せ，内閣に総合海洋政策本部を発足させた。

その背景には，日本も世界の潮流に乗り遅れ

ないとの認識があった。今将に，日本が固有

の資源として持っている海洋資源を新たな経

済成長と環境対策に活用する時期が訪れた。

これを実現するためには，海洋開発に伴うリ

スクを低減させ，官民で分担する新たな制度

設計が求められている。

今後，日本が海洋エネルギー産業を育成し

て行くには，少なくとも以下に掲げる施策が

必要である。

季報エネルギー総合工学

今後，このような適切な制度設計と支援措

置の下，海洋エネルギー産業への事業参入が

促進され，10年後または20年後に，海洋エネ

ルギー産業が日本の経済成長と雇用の確保の

中核産業として，また地球環境に貢献する環

境産業として次世代を担う産業に成長するこ

とを切望する。

参考文献
（1）�エンジニアリング振興協会，「大間崎潮流発電実用　
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１．はじめに：原子力ビジネスに沸く韓国

2009年12月28日，歓喜の写真が韓国紙面を飾

った。アラブ首長国連邦（UAE）の原子力発電

所建設契約の締結について，それに貢献した

イ・ミョンバク大統領の顔写真入りで大々的に

報じたのである。これにより，大統領の支持率

は，2010年１月４日には10％台から57％に跳ね

上がった。14日には韓国がヨルダンへの研究炉

輸出の最終事業者に選定され，15日にはトルコ

［寄稿］

原子力輸出の際の一指針
―原子力導入を表明した国々へのGDPモデル適用と考察―
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㈱東芝　原子力事業部
技監飯田　式彦

で２基目の建設契約を締結すると報道された

（３月に実現）。25日には一度落札に失敗したオ

ランダのアイソトープ生産施設の契約に向けて

再挑戦を開始。24日からのインド訪問でイ・ミ

ョンバク大統領は，原子力輸出協力に力を入れ

た。１月13日には，2030年までに80基の原子炉

を輸出するとした原子力ビジョン（知識経済

部：原子力発電輸出産業化戦略）が担当省によ

り策定され，その実現のため７年間で406億円

の研究開発投資が決定したことが報じられた。

第33巻 第１号（2010）

図１　世界の原子力発電所の設備容量推移

（出所：「世界の原子力発電の概要」，日本原子力産業協会）
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２月になると，韓国輸出入銀行は，原子力

輸出に寄与する企業が低利融資を受けられる

金融支援策（総額9,000億円）を策定した(1)。

これらの出来事は原子力の「現在」を象徴

している。今後，追設も含めて新しく原子力

導入を表明している国は60カ国を超える。と

同時に，原子炉の輸出能力を蓄積した新しい

国が台頭し始めた。世界の原子力産業は「原

子力の復興」を超えて新しい時代を模索し始

めたといえよう。

本稿では，まず，新しく原子力を導入する

と表明している国々について，経済レベルに

応じた分類を試みる。次に，それらの国々に

とっての原子力導入の要件を考察する。その

結果として，原子力輸出の際の指針を提案し

たい。

２．原子力導入を表明している国々の１　

人当たりGDP

2007年末までに世界で運転されている原子力

発電所は435基，合計出力は３億9,224万1,000k

Ｗである（図１参照）。また，同時点での建設

中の原子炉は43基，計画中の原子炉は53基にの

ぼる。計画中の原子炉は，インド（８基），中

国（８基），が突出しており，右肩あがりの経

済成長とともに原子力への関心が高まっている

ことがわかる（巻末付表参照）(2)。さらに長期

的には，2050年に炭酸ガス排出量を半減するた

めにより多くの原子力導入に関する試算が国際

機関を中心に行われている（図２参照）(3)。

現在，60カ国を超える国々が原子力導入に関

心を示している(4)。しかし，表１に示すように，

現在の経済成長が著しい国だけが原子力導入に

関心を示しているわけではない。原子力導入を

表明している国々はさまざまな経済レベルにあ

り，１つの集団，例えば日本からの輸出対象国，

として扱うことは適切ではない。また，原子力

導入のインセンティブも各国で異なる。原油な

ど資源輸出に依存している国々ではその資源を

将来にわたり温存させることが原子力の導入目

的でもあるし，また，別の国々では，炭酸ガス

放出削減のために，石炭火力発電を天然ガス発

電に移行させる努力を行いつつ，将来の国力向

上をにらみ原子力を少しでも拡大する苦労も買

ってでている。さらに，別の国々では，環境政

策が支持され，新エネルギーと原子力の割合を

同時に拡大させることに国民は大きな違和感を

もたない。

まず，原子力の新規導入を表明している

国々の経済レベルを「１人当たり国内総生産

（GDP）」で見てみよう（表１参照）(5)。中東

については，石油価格が急騰した2000年以降

は国民意識の成熟度を現す経済指標としてか

ならずしも適切とは考えられないため，本稿

では1999年の１人当たりGDPを適用した。中

季報エネルギー総合工学

出所：「世界の原子力発電開発の動向2006年次報告概要」，日本原子力産業協会，および“Energy Technology
Perspectives”2008より試算し作成

図２　2050年までの原子力導入ビジョン



国は省間の格差が大きく，中国平均（１人当

たりGDP3,266米ドル；2008年）を使うことは

適切ではない。したがって，原子力を運転，

建設，計画している，東部地区の複数の省

（広東，福建，山東，江蘇）の１人当たり

GDP(6)を平均した約5,000米ドルを適用した。

インドも平均では1,017米ドルであるが，デリ

ー准州は1,900米ドルである。

３．経済レベルの分類とGDPモデル

（１）選択消費に着目した経済レベルの分類

１人当たりGDPを用いた経済レベルの分類

で最も有名な方法は，国際復興開発銀行（世

界銀行）が利用している「低所得（935ドル以

下）」，「下位中所得（936ドル以上3,705ドル以

下）」，「上位中所得（3,706ドル以上１万1,455

ドル以下）」，「高所得（１万1,456ドル以上）」

である(7)。しかし，本稿で対象とするエネル

ギー供給源に関心が高く原子力を導入すべく

準備を進めている国に関する考察においては，

世界銀行の分類は適さない。別の観点として，

経済成長と停滞を繰り返しつつ発展を続けた

サイクルごとにGDPを記述することが考えら

れる。日本の例では，1955年の「神武景気」

という第３サイクルから，2002年から始まる

第14サイクルをGDP分類のための指標にでき

る。しかし，日本の景気循環はあまりにもロ

ーカルな要素が多いので，経済成長とともに

変化する個人の消費意識を分類の基礎におく

ほうが普遍性を持つと考えられる。

そこで，本稿では，個人の消費意識の変遷と

ともにその市場の形態が変化してきたミネラル

ウォータの市場推移に着目し，新しいGDP分類

を試みる。かつて日本の高度成長期（1955年～

74年までの20年間）の到達点を象徴するかのよ

うに，「選択消費」という言葉が使われてきた。

1960年代後半には選択消費黎明期の象徴ともい

えるキャラクターグッズが登場する。生活必需

品ではない商品を購入する「選択消費時代」に

移行したのである。水道水のかわりにミネラル

ウォータを消費するようになったことも１つの

例である。ミネラルウォータの消費の推移を追

跡すると下記のように個人の消費意識の変化，

あるいは価値観の変化について一定の結果を得

ることができる(8)。

① 1967年：ウィスキー水割り業務用のミネ

ラルウォータが登場
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表１　原子力導入を表明している国々の１人当りGDP

（出所：IMF,“World Economic Outlook 2009”を基に作成）

（米ドル）
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② 1970年代：ウィスキー水割り業務用での

消費が本格化

③ 1982年：ペットボトルが登場

④1984年：家庭用ミネラルウォータの普及

⑤ 1990年：家庭用ミネラルウォータ需要が

業務用を超える

⑥ 2000年：ペットボトルの回収率が12％

⑦ 2004年：ペットボトルの回収率が51％

① は，選択消費の時代が始まった時期と考

えることができる。④は，国民一般のレベル

で選択消費の意識やそうした価値観が普及し

始めた時代に突入していることを示す。そし

て，⑤に至り，一般の国民が均一にミネラル

ウォータを享受していることになる。⑦にお

いて，新しい価値観すなわち，環境意識，が

定着し始めた。

こうした消費意識や価値観の変化を１人当

たりGDPと関係づけてモデル化を試みる。こ

れにより，１人当たりGDPをもってその社会

の特徴を記述することとする(9)。

上記①のミネラルウォータの登場は，生活

のための必需消費形態に加えて選択的な消費

形態が芽生える時期を示唆している。必需消

費形態が終了する1960年代後半の１人当たり

GDPは約50万円である。本稿では，１人当た

りGDP50万円以下をもって必需消費を経済活

動の主体としている集団と定義する。

上記④の家庭用ミネラルウォータの普及と

は，選択消費が社会の価値観に大きな影響を

与え始めた時期と解釈できる。1980年初期の

１人当たりGDPは約200万円である。本稿では，

１人当たりGDPが50万円以上200万円以下をも

って必需消費から選択消費に転換しつつある

集団と定義する。

上記⑤の家庭ミネラルウォータ需要が業務

用を超える時代（選択消費が定着し社会）は，

成熟を迎えた時期と読み替えることができる。

1990年代中期の１人当たりGDPは約400万円で

ある。本稿では，１人当たりGDPが200万円以

上400万円以下をもって，成熟段階に移行した

集団と定義する。

その後，日本の経済は低迷するが，消費停

滞の中にも新しい価値観が芽生え始めた。そ

れを特徴づける上記⑦，すなわちペットボト

ルの回収率が50％を超える時期の１人当たり

GDPは約400万円である(10)。

以上から，次のGDP分類が提案される。

（２）分類毎の技術姿勢

本稿では，分類ごとに，技術姿勢をまとめ

た（表２参照）。技術姿勢については，経済形

態から演繹されよう。

分類Ⅰの国々の経済形態は「追いつけ型」で

ある。追いつけ型の経済にあっては，技術姿勢

は，「先行技術を真似る」ことに全力を注ぐ。

分類Ⅱの国々の経済形態は，「追いつけ型」

ではあるが，「先行技術を自前化」し，世界で

の自国の存在感をまずは確保ことを目標とし

ている。

季報エネルギー総合工学

表２　１人当りGDPによる経済レベルの分類
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分類Ⅲの国々の経済形態は「一部産業でト

ップランナー型」である。もっとも，この市

場は少数の先進国が作り上げた市場であり

「他人の土俵」である。技術姿勢は，「先行技

術の改良，改善」といえよう。

分類Ⅳは，さらに２つの集団に分類される。

90年代半ばの日本はここに入るが，「技術は停

滞」し，トップランナーから転落し2000年以降

１人当たりGDPは400万円を下回っている。そ

の代わりに環境を大事にする新しい価値観が芽

生えている。これが１つの集団を構成する。一

方，米国は1960年から80年半ばの「プラザ合意」

まで現在の日本のような停滞社会に陥った。し

かし，その後，この停滞から抜け出し「新産業

創出型」ともいえる経済形態に転換した。転換

後の技術姿勢は「技術革新型」といえよう。こ

れがもう１つの集団を構成する。

４．GDPモデルの原子力への適用

（１）原子力導入を表明している国々の分類

原子力を今後導入すべく新しく手を上げた

国々，かなり前から原子力導入に向けた準備

を進めている国々，これまで原子力発電所を

運転しているが，改めて建設拡張を考えてい

る国々の１人当たりGDPを整理した表１を，

前章で定義したGDP分類に従って改めて図示

する（図３参照）。

20カ国が分類Ⅰに，25カ国が分類Ⅱに，８

カ国が分類Ⅲに，12カ国が分類Ⅳに該当する。

新しく原子力を導入することに意欲，または

関心を示す国々は，分類Ⅰと分類Ⅱが大半を

占める。経済形態は「追いつけ型」であり，

先行技術を真似ることからはじめ，技術習得

を目指す，国々である。分類Ⅲと分類Ⅳの

国々は，比較的環境意識が高く，新エネルギ

ーと原子力との共生を目指す。分類の特徴上，

従来の原子炉の型式からの差異化をめざし，

具体的には発電性能や安全性能で付加価値を

追求した型式の原子炉に関心を示す。このよ

うに，それぞれの分類ごとに原子力に対する

要望が異なる。こうした違いは，それぞれの

国の経済形態や消費形態を反映した国民の意

識の違いから生じる。当社の経験からそのこ

とについて以下に述べる。

（２）原子力に対する要望の背景：「4S」の

経験

当社は，燃料交換を不要にし核不拡散性を高

め、自然現象を最大限活用したデザインで安全
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図３　１人当りGDPによる分類に対応する国数

図４　４S（Super-Safe, Small and Simple）炉の構造



性を高めたユニークな小型のナトリウム冷却型

原子炉「４Ｓ（Super-Safe, Small and Simple）」(11)

の広報活動を1990年代初期に開始した。

「４Ｓ」の原子炉構造を図４に示す。「４Ｓ」

は当初から上述の分類Ⅰに属する国々への導

入を目的とした設計を目指した。

［燃料交換不要の設計］

分類Ⅰに属する国々，特に当時の途上国で

は，複雑な原子炉運転操作に精通した人員は

望めないため，まずは，多くの人手を要する

燃料交換を不要としてプラントを最後まで運

転する設計を優先させた。

燃料交換間隔を長く設計する方法にはいくつ

かあるが，燃料をできるだけ多く炉心に装荷し，

かつ高速中性子下で一部の親物質を核分裂性物

質に転換しつつ，そして高い密度の燃料を用い

ることを「４Ｓ」の設計方針とした。

燃料の交換間隔が長くなっても運転に必要

な機器の寿命が短く，頻繁に交換が必要だと

運転員の削減にはつながらない。重要機器で

ある高速中性子炉制御棒の運転経験によれば，

制御棒ペレットの割れが生じ核的な寿命前に

交換を余儀なくされている。したがって，制

御棒を使わない炉心制御方式が望まれた。

「４Ｓ」では高速中性子の平均自由工程の

長さに着目し，炉心を外から囲む反射体によ

り，炉心を臨界にするだけではなく30年間に

わたり燃焼制御も可能となるよう様々な工夫

を行っている。反射体そのものはプラント寿

命中交換不要である。

［燃料被覆管破損時でも運転続行できる工夫］

運転を容易にするための他の重要な要因は，

燃料被覆管の破損が検出された場合の処置に

関するものである。被覆管が破損して酸化物

燃料と冷却材が接触すると，化合物を形成し

てさらに破損部位が拡大することが知られて

いる。したがって，運転を止め，破損燃料の

位置を特定して，さらに破損燃料を取り出す

操作が必要となる。このため複雑な運転操作

が必要とされる。これは「４Ｓ」を設置する

地域ではとても考えられない難しい作業にな

る。燃料被覆管が破損しても，そのまま運転

を継続しても破損が拡大もせず，運転を続行

できる方法が必要であった。そのために，被

覆管の中に冷却材と同じナトリウムを封入し

た金属燃料を採用した。被覆管が破損しても

運転を続行できることが米国の試験炉で実証

されている。

［さらなる要望］

運転操作の容易な原子炉は運転に関する導

入国の負担を減らすはずであった。しかし，

途上国または先進国の隔離地域ではさらに広

範な項目が要望された。

1993年までに，北アフリカ諸国，中東バハ

レーンと「４Ｓ」炉導入の要件を議論してい

る。2000年以降は，米国アラスカ州，カナダ

アルバータ州やその他の地方の州住民や地方

電力会社からの要望を把握した。米国もカナ

ダも上記GDPモデルの分類Ⅳに入るが，エネ

ルギーを渇望している州の該当地域は，州都

や隣地から隔離された地域であり住民の意識

は分類ⅠあるいはⅡである。

「４Ｓ」広報活動の経験は，そのまま分類

ⅠやⅡで対象とする国の原子力モデルを考察

する場合に適用できる。順不動にその要望の

要点を以下に示す。「４Ｓ」の最大の特徴であ

る運転操作の容易性だけでは足りなかったの

である。
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● 建設実績・運転実績またはこれと同等なもの 
（NRC設計承認は最低レベル） 
● 許認可の全面支援 
（許認可体制・組織新設などの負担を軽減，既 
　得認可部分を利用） 
● 施設の運転 
（ニーズは蒸気や電気であり原子力施設の運転 
　は提案元で） 
● 安定した燃料供給 
（燃料調達は提案元で） 
● 使用済み燃料の引き取り 
（環境優先であり地元から引き取ることが条件）
● プロジェクト費の融資 
● プロジェクト費の事前の確実性 
● 現在利用しているディ－ゼル発電に比べて安 
　価なコスト 



これらをGDPモデルに適用することにより，

新しく「原子力GDPモデル」を定義すること

ができる。一方で分類｣や､の国々では，原

子力施設に付加価値（テロ対策，発電性能向

上，単純性，多様性，高レベル廃棄物処理，

など）を期待している。１人当たりGDPに応

じて要望の力点が異なるのである。

図５に，「原子力GDPモデル」としてそれら

を現してみた。単純化のために，分類Ⅰと分

類Ⅱの国々，分類Ⅲと分類Ⅳの国々をそれぞ

れ１つにまとめる。前者で１人当たりGDPが

200万円以下の国々は，建設実績・運転実績の

ある発電所（最低でNRC設計承認）とその国

力に見合う安価な建設コストを同程度のウェ

イトで求める。後者の１人当たりGDPが200万

円を越える国々は，安価な建設コストを求め

つつも従来の発電所を一段と改良改善し，テ

ロ対策，発電性能の一段の向上，単純性，多

様な安全設備，また究極的には廃棄物消滅，

が要求仕様に入るだろう。

分類Ⅰ，Ⅱの国々を輸出対象とするとき，

優先すべきは，① 建設実績または運転実績の

ある原子炉型式のもとで，② 建設コストをい

っそう低減し，③ 施設の運転またはそれに変

る運転組織を導入し，④ そしてその国の許認

可体勢を全面的に支援することである。さら

に，国によっては，⑤ 使用済み燃料の引き取

り，を要求される。韓国のUAEに対するアプ

ローチはこの全てを満たしていたと言えよう。
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５．まとめ

追設も含め原子力を新しく導入すると表明

している国は現在60カ国を超える。と同時に，

原子炉を輸出できる能力を蓄積した新しい国

が台頭し始めた。本稿では，新しく原子力を

導入すると表明している国々を経済レベルに

応じて分類する試みをおこない，あわせてそ

れらの国々が原子力を導入するための要件を

考察した。これを原子力モデルとして提案し

た。この「原子力GDPモデル」で示したよう

に原子力輸出には対象国ごとに異なるアプロ

ーチが重要である。
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図５　原子力GDPモデル
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付表　世界の建設・計画中の原子力発電所

（出所：「世界の原子力発電の概要」，原子力産業協会，2008年11月）



１．はじめに

地球温暖化を抑制するため，様々な二酸化炭

素（CO2）削減技術の開発が行われている。中

でも二酸化炭素回収貯留（CCS: Carbon Dioxide

Capture and Storage）技術は，燃料から発生する

CO2を大幅に削減する技術として実現性が高い

ため，研究開発や実証が幅広く進められている。

CCSにおけるCO2分離・回収には，石炭ガス化

複合発電（IGCC）のような高圧からの燃焼前

回収，燃焼後排ガスからの回収，微粉炭火力の

酸素燃焼などの技術がある。いずれもCO2回収

のために余分なエネルギー消費，いわゆる「エ

ネルギー・ペナルティー」が生じ，プラントで

は総合効率が，発電では発電効率が大幅に低下

する。このエネルギー・ペナルティーは，CCS

関連設備設置の際の追加的な費用となると共

に，CCS普及の大きな障害となっている。

このような中，近年，エネルギー・ペナルテ

ィーを伴わない新たな燃焼法として，「ケミカ

ルルーピング燃焼」（CLC: Chemical Looping

Combustion）が注目されている。CLCは空気を

燃料に直接接触させるのではなく，金属酸化物

（酸素キャリア）を介して燃料と反応させる。

それによって，燃焼ガスはCO2と水分となり，

CO2回収が容易となる。いわば，燃焼と同時に

CO2回収を行う技術である。

本稿では，本質的にCO2回収が組み込まれ

た燃焼技術であるCLCについて，世界の研

究・開発の動向を紹介する。

２．経緯

金属酸化物を利用して燃料を酸化させる原

理は米国で発明され，純粋なCO2製造法とし

て特許を得ている(1)。燃焼法の１つについて

は，石田愈（いしだまさる）東京工業大学教

授（現名誉教授）が20余年前から本格的に研

究を始め，1994年に発表した論文のタイトル

で “Chemical Looping Combustion”という名

称を初めて用いた。当時はサーマルノックス

（NOx）の発生が少ない燃焼法として，東工大

を中心に活発な研究が行われていた(2)-(4)。金

属酸化物粒子を流動化させ，循環させると言

う高度な技術を要することもあって，その後

も大学を中心に基礎研究が続けられてきた。

現在では，本質的にCO2回収を行う有効な

手段として，諸外国，特に，欧州連合（EU）

を中心に，大学や公的研究機関，民間企業で，

CLCの研究・開発が進んでいる。熱重量分析

を用いた実験室規模の実験から，120kWth級

のパイロットプラントでの試験や概念設計ま

で，幅広く，研究開発が行われている。また，

燃料についても，従来はメタンや天然ガスの

ような気体燃料が中心であったが，現在では

CO2削減効果が大きい石油系の重質な液体燃

料や石炭などの固体燃料に対象が移りつつあ

る。EUの他，米国や中国，韓国でも実験室規

模の試験やパイロットプラントでの開発が行

われているが，残念ながら，日本では若干の

研究が続けられているに留まっている。
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革新的燃焼技術－

［調査研究報告］
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３．ケミカルルーピングの原理

CLCは，空気と燃料とが直接接触せず，酸

素キャリア粒子によって運ばれる酸素が燃料を

酸化させるもので，理論的には燃料からCO2と

水のみが生成する燃焼法である。特徴として，

燃焼ガス中にほとんど窒素が含まれず，水を凝

縮させると容易にCO2のみを取り出せることか

ら，CO2回収の面から注目されている。

CLC装置の構造は，空気反応器と燃料反応器

とで構成され，その間を酸素キャリア粒子が循

環するものである（図１参照）。現実の反応装

置としては，互いに連結した２基の流動床反応

器を用い，その反応器間に酸素キャリア粒子を

循環させる構造となる（図２参照）。

図２中，空気反応器では，金属（酸化物）粒

子が空気中の酸素と反応して酸化する（式１）。
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N2, O2

空気 
反応器 

燃料 
反応器 

空気 燃料 

CO2, H2O

MexOy

MexOy-1

CO2

H2O

図１　ケミカルルーピング燃焼（CLC）の概念(5)

図２　CLC装置(6)

季報エネルギー総合工学

MexOy-1 + 1/2 O2 → MexOy   …………… (1)
［空気反応器における反応］ 

(2n+m)MexOy + CnH2m →  
　　(2n+m)MexOy-1 + mH2O + nCO2……… (2)

［燃料反応器における酸化物と燃料との反応］ 

酸化した酸素キャリア粒子は，サイクロンで排

ガスと分離され，燃料反応器へと送られる。燃

料反応器では高温の酸素キャリア粒子と燃料と

が接触し，酸素キャリア粒子中の酸素と燃料と

が反応（式２）する一方，酸化した酸素キャリ

アは還元され，再び空気反応器へ戻るというプ

ロセスを繰り返す。
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空気反応器からは窒素と残存の酸素が排出さ

れる。一方，燃料反応器からは，CO2，水，未

燃の炭化水素や不純物が排出される。燃料にイ

オウや窒素を含む場合には，ガスに硫黄酸化物

や窒素酸化物が含まれる。各反応器からのガス

は，スチームを発生して熱回収し発電に供する。

空気反応器には，酸化反応の速度が大きいの

で循環流動床が使われ，燃料反応器から上部に

酸素キャリア粒子を吹き上げる。サイクロンで

分離された酸素キャリア粒子は，ガスシール部

を通り燃料反応器に送られる。燃料反応器には，

燃料が十分に滞留する気泡流動床が使われるこ

とが多い。このように，酸素キャリアを流動化

させ，循環させる技術と，酸素キャリアとなる

粒子の選定が技術開発のポイントである。

反応器の温度は，従来1,000℃が上限であっ

たが，石田らの研究では，Fe2O3/Al2O3系で

1,200℃に上げることに成功しており，ガスタ

ービンに使用できる温度領域となっている。

４．酸素キャリア粒子

酸素キャリアには金属酸化物が使用される。

初期の研究では，反応性が高く，しかも酸素

の運搬量が大きいため，実験室規模の研究で

は主にNiO/Niが用いられていた。しかし，

NiO/Niは高コストなうえ，発がん性もあるこ

とから，次に示す性能を満足する金属酸化物

を引き続き探索している状況である。

現在までに評価された代表的な酸素キャリ

ア粒子には，NiO/Ni の他，Fe2O3/Fe3O4，

Mn3O4/MnO，CuO/Cuがある。表１にこれら粒

子の特徴を示す。鉄およびマンガンの酸化物

は低コストであるが酸素運搬能が低く，反応

性も比較的低い。銅は反応性が高く酸素運搬

能も高い。比較的コストが高く，融点が比較

的低い。NiO/Niには，熱力学的に燃料がCO2

とH2Oへと変わる転換率に上限（最大99%～

99.5%）がある。このように，酸素キャリア粒

子はそれぞれ長所と短所を併せ持つが，実際

のプラントでどのような酸素キャリアを用い

るかは，燃料や運転条件などによって変わる。

現在，工業的に利用可能な酸素キャリア粒

子として，人工的に合成された粒子や粉砕し

た天然鉱石が考えられている。合成粒子は，

通常，比表面積が大きく不活性な担体に活性

な酸化物材料を担持した構造となっている。

合成粒子と天然鉱石の酸素キャリアについて，

代表的なものを以下に示す。

● 酸素および燃料と高い反応性を有する 
（一般に酸素との反応性は高いため，燃料との 
　反応性の方がより重要） 
● 燃料を完全にCO2と水とに転換する能力を有 
　する 
● 粒子が凝集し難く，破砕や摩耗に対して強い 
● 生産コストが低く，環境への影響が小さい 
● 高温に耐える 

表１　代表的酸素キャリアの特徴(6)

合成粒子 
　● 活性材料：NiO/Ni，CuO/Cu，Mn3O4/MnO， 
　   Fe2O3/Fe3O4，複合酸化物（例えばCuMnO3） 
　● 担体：Al2O3，TiO2，SiO2，ZrO2，セピオライト， 
　　ベントナイト，Al2MnO4等の不活性材料 
　●熱処理温度：通常900～1,300℃ 

天然鉱石 
　鉄鉱石，マンガン鉱，イルメナイト 

合成粒子の製造法としては，一般的なスプ

レー乾燥法，真空冷却法の他，含浸法，析出

法，スピンフラッシュ乾燥法などがある。ス

プレー乾燥法よりも真空冷却法の方が，製造

される酸素キャリアはより完全な球体に近づ

くという。しかし，大量生産時の生産コスト
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つであろう。今後，数メガワット規模の実証

段階を経てスケールアップ技術を蓄積してい

くことが重要である。

はスプレー乾燥法の方が低コストになるとい

われている。また，燃料に石炭を使用する場

合には，石炭に含まれた灰と容易に分離する

ために粒子径が大きいことが望まれる。要求

される粒子のサイズにより適切な製造方法が

採用される。

酸素キャリアとして使用される天然鉱石の

中で最も有望と考えられているのが，イルメ

ナイトである。これはFeとTiの複合酸化物

（FeTiO3，FeO・TiO2）で，鉄の酸化物が酸素

キャリアの役割を果たす。イルメナイトはTi

の一般的な原料で，自然界での賦存量も多く

低コストでの大量供給が可能であることから

商業プラントでの使用が考えられている。現

在は，石炭を燃料とした場合の性能評価が行

われている。燃焼した石炭の灰分を分離して

系外に排出する際に，酸素キャリアの一部も

一緒に排出されてしまうので，安価なイルメ

ナイトが適当と考えられている。

５．技術課題

酸素キャリア粒子の開発以外に，CLCの実

用化には次のような様々な技術課題がある。

流動床による燃焼や発電技術では，常圧流動

床燃焼（AFBC）や加圧流動床燃焼（PFBC）

の実用化を図ってきたわが国の経験が役に立

― 32 ―

●２塔からなる流動床間で酸素キャリア粒子の循環 
  を行なうための流動化機構 
● 燃料反応器で燃料がほぼ完全燃焼する反応機構 
● 燃料に含まれるイオウを除去する機構 
● 流動床内および酸素キャリア移送配管における 
   摩耗 
● 酸素キャリア循環におけるガスのシール 
● 石炭使用では灰と酸素キャリアの分離，系外への 
   抜き出し方法 
● 重金属，微量元素の挙動 

図３シャルマーズ工科大学の10kWthパイロットプラント(7)

６．ケミカルルーピング研究の現状

ケミカルルーピングの実験は当初はガス燃

料を対象に行なわれてきた。この分野の先駆

者である石田東工大名誉教授は，2000年には

パイロットプラント規模の空気反応器の外側

を囲む燃料反応器からなる二重円筒型の内部

循環型装置による燃焼実験を行なった。その

後，我が国での研究があまり活発に行なわれ

ない間に，欧米では10kWthから120kWthに及

ぶパイロットプラント規模の研究が精力的に

進められてきた。2010年２月に訪問した，ス

ウェーデンのシャルマーズ工科大学(8)では，

Lyngfelt教授が10年以上にわたりCLCの研究を

続けており，10kWthの装置を製作し，南アフ

リカの石炭やメキシコの石油コークスを用い

た燃焼実験を行ってきた（図３参照）。燃焼反

季報エネルギー総合工学



応器では950℃，空気反応器では1,000℃弱で

あった。現状では固体燃料を完全燃焼するに

至らず，燃料反応器排ガスにはメタンやCOが

含まれている。今後，10分以上の滞留時間の

確保，さらには多段反応器の使用など，様々

な試みがなされるであろう。

ウィーン工科大学(9)では，Proll博士を中心に，

活発に研究活動を行っている。同大学ではEU

のプロジェクトで建設した150kWth規模パイロ

ットプラントで実験を行い，天然ガスを燃料と

した場合には，ほぼ完全に燃焼させることがで

きた。固体燃料は今後の課題となっている。

一方，米国では，米Alstom社(10)が米国DOE

の補助を受けて65kWth規模のパイロットプラ

ント試験を実施した。米Alstom社はCaSO4/CaS

の粒子を循環している。次のステップとして

石炭による３MWthのプロトタイプ装置の建設

を目指している。また，大学ではオハイオ州

立大学のL.S.Fan教授が基礎研究を行っている。

７．EUにおけるCLC共同研究・開発

EU諸国での研究には，多国間での共同実施

という特徴がある。その中心は，大学では上

述した，スウェーデンのシャルマーズ工科大

学とオーストリアのウィーン工科大学であり，

公共研究機関ではスペイン国立研究協議会

（CSIC）やフランス国立石油研究所（IFP），オ

ランダ応用科学研究機構（TNO），ノルウェー

産業科学技術研究所（SINTEF）である。また

企業では，仏A l s t o m社や電力会社の独

Vattenfall社が中心メンバーとなっている。

本章では，これまでのEUの共同研究・開発

の流れと，現在実施中のプロジェクトについて

説明する。このような多国間での研究プロジェ

クトを目的や研究段階に応じて柔軟に運営して

いく方式は，わが国にとっても参考となる。

（１）GRACEプロジェクト（終了）

FP5（欧州研究開発第５次フレームワーク計

画）のもと，2002～2003年に実施された。参

加者は，シャルマーズ工科大学，ウィーン工

科大学，CSIC，仏Alstom社。このプロジェク

トでは，酸素キャリアの開発と天然ガス用

10kWth装置の設計，製作，運転を行った。

（２）CCCC EU-RFC（終了）

シャルマーズ工科大学，ウィーン工科大学，

CSICが2002～2005年に実施した。このプロジ

ェクトでは石炭からの合成ガスの生成を検討

し，この目的のために300Wthの装置の設計，

製作を行った。また，酸素キャリアの開発も

行った。

（３）ENCAP（終了）

FP6（欧州研究開発第６次フレームワーク計

画）のもと，IFPがリーダーとなり2004年～

2007年に実施された。参加者はさらに広がり，

シャルマーズ工科大学，ノルウェー科学技術

大学（NTNU），TNO，SINTEF，仏Alstom社，

Siemens社。このプロジェクトでは石炭を用い

た実験を行っており，10kWthの装置を使用し

ている。また，酸素キャリアの開発も行った。

（４）CLC Gas Power（終了）

FP6のもと，2006～2008年に実施された。参

加者は，ウィーン工科大学，Tallinn工科大学

（TUT，エストニア），CSIC，仏Alstom社，Shell

社等。この研究の成果は以下の通りである。
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：

● スプレー乾燥法による天然原材料を用いた酸 
　素キャリアの200kgまでの大量製造法の確立 
● 1,000時間以上の連続運転の達成 
● 120kWthの大型装置（ウィーン工科大学） 
● 高温条件での実績（Tallinn工科大学） 
● ２種類の酸素キャリアを混合することで燃料 
　の転換率が向上 

（５）Cachetプロジェクト（終了）

FP6のもと，2006～2008年に実施された。参

加者は，シャルマーズ工科大学，ウィーン工

科大学，CSIC，仏Alstom社，IFP，SINTEF等。

本プロジェクトはケミカルルーピング改質に

関する研究で，それに適した酸素キャリアの

開発も行われた。
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（６）ECLAIR（実施中）

ECLAIR （Emission Free Chemical Looping

Coal Combustion Process） は４年間行われる予

定の多国間プログラムで，現在実施中である。

このプロジェクトはEUのRFCS （Research

Fund for Coal and Steel）のもとで行われており，

ファンドの性格上，石炭のCLCに関する研

究・開発が行われている。本プロジェクトの

参加団体と役割分担を図４に示す。

ットプラントで評価されることになっている。

また，ドイツのDarmstad t工科大学に１

MWthのプロトタイプ・プラントの建設を行っ

ている。このプラントは2010年６月完成予定

で，その後試運転を経て2011年初めに石炭燃

焼の実験を開始する予定である。

８．ケミカルルーピングの応用

ケミカルルーピングは金属酸化物を循環使用

し酸化，還元を繰り返して，原料炭化水素を酸

化させると言う意味で，燃焼だけではなく様々

な利用が考えられる。米国Alstom社(10)は，

CaSO4/CaSの系を用いた場合について，① CO2

回収燃焼，② 合成ガス製造，③ CO2回収水素

製造を提案している（図５参照）。合成ガス製

造にあっては，空気からの酸素量を減らし，燃

料反応器における酸化反応が一部分で終了する

ことでCOや水素を製造する。

図５　米Alstom社提案によるケミカルルーピングの応用例(10)

図４　ECLAIRプロジェクトの役割分担

季報エネルギー総合工学

ECLAIRプロジェクトでは，酸素キャリアと

してイルメナイトを用いる計画である。同時に

それ以外の酸化物の開発・評価もシャルマーズ

工科大学が中心となって行う予定で，良いもの

があれば同大学に建設する100kWth級のパイロ



わが国で研究開発が進められたHyPr-RING

は，石炭を600から700℃の低温ガス化装置内

でCaOの存在下でガス化することで，水素を

主とするガスを製造する技術で，広い意味で

のケミカルルーピングである。

９．経済性

小型のパイロットプラント規模での試験を

実施している段階で，正確な経済性評価は難

しいが，米Alstom社(10)はカルシウム系での

CLCについて概念設計を実施した。その結果，

空気による循環流動床燃焼（CFB）に比べ，

装置容積は48%，装置重量は65%になり，建設

コストは大幅に低減できるとしている。発電

コストとしては，微粉炭火力ではCO2回収を

行わない場合には４セント/kWhであるのが，

CO2回収の費用を加算すると急激に上昇する

一方，CLCではCO2回収コストに関わらず５

～６セント/kWhであり，CO2のavoided cost

（回避コスト）は11～13米ドル/トン-CO2と推

定している。

このように，今後，CO2回収の義務付けや

CO2排出へのペナルティーが制度化されると，

CLCは経済性を有する有力な技術になると考

えられる。

10．おわりに

石 田 名 誉 教 授 が “ Chemical Looping

Combustion”と命名し，国内で2000年にパイロ

ットプラント規模の実験まで実施しながら，燃

焼技術として未完成のまま宙に浮いていたの

が，CO2回収の必要性から欧米でいち早く見直

されてきた。

石炭火力発電技術は，発電効率向上を目指し，

IGCCと次世代超々臨界圧発電（A-USC）の方

向に向かっているが，CO2回収を付加すると発

電効率が６～12％低下するとも言われている。

効率低下分を補うために，燃料を余分に燃焼さ

せることになる。そのような状況でエネルギ

ー・ペナルティーを伴わないCLCは，現段階で

は技術課題が多くあるものの，「技術戦略マッ

プ2009」(11)に記載のように，2020年以降を目

指した次々世代の燃焼，発電技術として位置づ

けられる。先達の苦労を無にすることなく，地

球環境保全と資源有効利用の双方に資するCLC

は，わが国でもしっかりと取り組んでいかなけ

ればならない技術であると考えている。
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１．はじめに

当所では、風力を水素製造のエネルギー源

とした国際的な水素エネルギーシステムのシ

ステム概念を構築し，同システムの経済性検

討を行ったうえで，既存火力発電所の発電用

燃料と比較することで，国際的な水素エネル

ギーシステムの成立可能性について検討した。

その結果を「システムの概念設計」と「経済

性検討」の２回に分けて掲載することとし，前

回（「季報エネルギー総合工学 」Vol.32 No.3,

pp.22-30, 2009年10月20日），システムの概念設

計について報告した。今回は「後編」として，

システムの経済性検討について報告する。

２．検討の範囲と前提条件

（１）検討の範囲

再生可能エネルギー由来水素（パタゴニア地

方の風力発電を用いた水素）をLNGコンバイン

ドサイクル発電所の燃料に水素を混燃すると想

定し，これまで新設すると想定していた水素タ

ービン発電所は検討の対象外とした。経済性検

討の範囲としたシステム概念図を図１に示す。

（２）事業期間と機器耐用年数

事業期間は30年とし，その間，法定償却年数

（例：風力発電なら17年）が過ぎても機器を使

用し続けるものと想定する。ただし，水電解水
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海外の再生可能エネルギーの国内利用について
（その２：システムの経済性検討）

～発電用燃料等としての可能性について～
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図１　経済性検討の範囲としたシステム概念図

［調査研究報告］
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素製造と水素液化は，途中（16年目）で設備を

更新することとした。従って，水電解水素製造

設備と水素液化設備の建設費は，当初のものは

15年の元利均等支払いで，更新設備は，16年目

～30年目の15年間の元利均等支払いで返済する

ものとした。

（３）費用費目内訳

図２に費用費目内訳を示す。建設費は事業

年数30年で元利均等支払いとし，そのほかの

費用（年経費，変動費）は各年毎にその年の

売上からキャッシュで支払われると仮定し無

利子とした。年経費は固定資産税，修繕費，

保険費，一般管理費からなる。

（４）年経費

設備建設予定地の多くは海外であり，それ

ら海外設備には固定資産税について現地法が

適用されることになるが，本検討ではわが国

の税法に則り算出した。税率は簿価（残存価

額）の1.4％とし，減価償却算出法は定額法で

残存価額１円まで償却するとした。

修繕費は要素システム毎に建設コストの一

定割合が事業期間中定額で発生するとした。

ただし，水電解水素製造と水素液化の中途交

換費用は除いた。

保険費はすべての要素システムで建設費の

0.6％とし，一般管理費はすべての要素システ

ムで建設費の1.0％とした。

表１に要素システム毎の法定耐用年数と修

繕費率とを示す。

ケース② 

機器規模 エネルギー効率 

現在ケース 

現在ケース 

将来ケース 

現有機器 

機器大型化 

機器大型化 

ケース① 

ケース③ 

図２　費用費目の内訳

要素システム 法定耐用年数 
（年） 

修繕費率 
（％） 

海外風力発電 

現地送変電 

送水管 

水電解水素製造 

水素パイプライン輸送 

水素液化 

積地貯蔵 

タンカー輸送 

揚地貯蔵 

気化 

17 

22 

18 

10 

22 
10 

10 

15 

10 

15 

1.0 

2.0 

2.0 

2.0 

3.0 

2.0 

3.0 

3.0 
2.0 

2.0 

表１　要素システム毎の年経費一覧

表２　検討ケース

（５）変動費

表２に検討ケースを示す。検討ケースは

「前編」でも示したように３ケースとした。

現有機器とは，その機器が現在既に製品とし

て世の中で活用されている規模を想定した（例

えば貯蔵設備のタンク容量は3,000m3を想定）。

機器大型化とは，機器規模を大型化し（例えば

貯蔵設備のタンク容量は８万m3を想定）コス

トメリットを考慮したケースのこととした。

エネルギー効率の現在ケースとは，水電解

水素製造および液化における電力原単位が現

状レベルのケースのこととし，将来ケースと

は，電力原単位が現状レベルから向上したケ

ースを指している。



揚地貯蔵の荷揚げ動力電力と，気化の海水

汲み取り用電力を変動費とする。 全ケースに

ついて，荷揚げ動力電力量は4.31×106kWh／

年，海水汲み取り用電力量は9.11×108kWh／

年と算出した。電力単価を9.76円／kWhとし

たので，変動費は，揚地貯蔵で約0.4億円／年，

気化で約89億円／年となる。

３．検討結果

（１）費用総額

図３～図５にケース①～ケース③の費用総

額を示す。費用総額は次式で求めた。

費用総額＝利子込み建設コスト＋30年間の変動費

利子率は0.5～5.0％まで0.5％刻みで算出した。

費用総額はケース①で約66兆円～約91兆円，

ケース②で約44兆円～約60兆円，ケース③で

約38兆円～約52兆円と算出した。

ケース①とケース②を比較し，機器大型化

によるコスト削減効果を，ケース②とケース

③を比較し，エネルギー効率改善によるコス

ト削減効果を算出する。結果，機器大型化に

よるコスト削減効果は約３割，エネルギー効

率改善によるコスト削減効果は約１割と算出

した。

次に，総コストに占める要素システム毎の

構成比率を求めた。図６～図８に利子率4.0％

のケース①～ケース③のコスト構成比率を示

す。すべてのケースで，海外風力発電が最も

比率が大きくなり，次いでタンカー輸送が大

きい。
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図３　建設コスト（ケース①）

図４　建設コスト（ケース②）

図５　建設コスト（ケース③）

図６　コスト構成比（ケース①）

図７　コスト構成比（ケース②）

図８　コスト構成比（ケース③）



（２）CIF（Cost, Insurance and Freight）価格

図１の海外風力水素～タンカー輸送までの

費用総額を30年間で輸送された総水素量で除

して，わが国の港まで供給される海外風力発

電由来の水素の価格（CIF価格）を算出した。

結果を図９～図11に示す。

CIF価格はケース①で38円／Nm3～52円／

Nm3，ケース②で28円／Nm3～38円／Nm3，

ケース③で24円／Nm3～32円／Nm3となった。

（３）発電用燃料価格

火力発電所に供給される海外風力発電由来

の水素の価格（発電用燃料価格）を算出した。

これは，水素のCIF価格に揚地貯蔵および気化

に関わる費用を上乗せしたものである。結果

を図12～図14に示す。

発電用燃料価格はケース①で47円／Nm3～

65円／Nm3，ケース②で32円／Nm3～43円／
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Nm3，ケース③で27円／Nm3～37円／Nm3と

なった。

表３　火力発電所の効率

年間稼働率 70.0％ 

60.0％ 

54.0％ 

発電端効率 

送電端効率 

図９　CIF水素価格（ケース①）

図10 CIF水素価格（ケース②）

図11 CIF水素価格ケース③）

図12 発電用燃料価格（ケース①）

図13 発電用燃料価格（ケース②）

図14 発電用燃料価格（ケース③）

（４）電力価格に占める燃料費分のコスト

海外風力発電由来の水素を燃料とする発電

所送電端電力価格（円／kWh）を算出した。

発電所効率はシステム概念設計で設計した水

素タービン発電の仕様に準じ，表３のとおり

とした。想定した送電端効率は，2020年ごろ

の高効率天然ガス火力発電で想定されている

送電端効率とほぼ等しい(1)。結果を図15～図

17に示す。



円／t，石炭では20,300円／tである(2)。それぞ

れの熱量（重油：41.9MJ／�，LNG：54.6MJ／

kg，石炭：25.7 MJ／kg）(3)で除すと，１MJ当り

の価格は表４のとおりとなる。
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電力価格はケース①で25円／kWh～34円／

kWh，ケース②で17円／kWh～23円／kWh，ケ

ース③で14円／kWh～20円／kWh，となった。

季報エネルギー総合工学

原油 2.23円／MJ

1.49円／MJ

0.79円／MJ

LNG

石炭 

表４　至近年における化石燃料のCIF最高価格

（５）熱量としての比較

原油と重油が同等価格であると想定し，わ

が国の主たる火力発電所で利用されている化

石燃料である，重油，LNG，石炭と海外風力

発電由来の水素を熱量価格（円／MJ）で比較

する。

WTI（West Texas Intermediate）が史上最高の

高値をつけ，化石燃料の価格が高騰した2008年

６月におけるWTI月平均最高値は133.8$／バレル

であった。原油価格が上昇すれば，LNGおよび

石炭も，時間のずれはあるもののその価格は上

昇する。至近年における化石燃料のCIF最高価

格は，原油では93,300円／�，LNGでは81,100

表５　2030年の化石燃料想定価格と海外風力
水素価格

図15 発電所送電端電力価格（ケース①）

図16 発電所送電端電力価格（ケース②）

図17 発電所送電端電力価格（ケース③）

また，総合資源エネルギー調査会需給部会

における長期エネルギー需給見通しの再計算

における想定原油価格は，2030年で169US$／

バレルである(4)。ここから式3.5.1で2030年に

おける化石燃料1MJあたりの価格を想定する。

2030化石燃料価格（円／MJ）＝

至近年における最高価格×166÷133.88

表５に2030年の化石燃料想定価格と海外風

力水素の試算結果（価格）を示す。海外風力

価格は，本章第３節で算出した発電用燃料価

格と次の物性値から算出した。価格に幅があ

るのは利子率の影響である。

水素1Nm3=0.08994kg，

水素1kg=141.86MJ（HHV換算）

図18に2007年１月～2009年12月の化石燃料価

格の推移と表５の水素熱量価格の比較を示す。

機器を大型化し，かつエネルギー効率を改

善することで，海外風力由来水素が重油より

経済的な場合があることがわかった（LNGお
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最後に本調査の実施にあたり，関係者の皆

様から深甚なる助言をいただいたことに対し

て謝意をあらわす。
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よび石炭の経済性には及ばない）。表６に発電

電力量構成の推移を示す(5)。

平成30年時点で約600億kWhが石油由来の電

力と計画されている。本稿の検討結果から，こ

の石油由来の電力を，海外風力由来水素による

電力で代替することが経済的に可能であること

が示唆された。これは水素量として，送電端効

率を54%とすると，約310億Nm3に相当する。

４．まとめと今後の課題

海外風力由来の水素は熱量としての利用で

は，現在の化石燃料価格と比較して経済性を

発揮することは難しいものの，副生水素など

工場等で製造した水素と比較すれば充分経済

性を有し，将来的には既存石油火力発電所の

代替として，LNGコンバインドサイクル発電

所の燃料に水素を混燃し発電することが経済

的であることが示唆された。

今後の課題として，

① 今回は輸送キャリアを液体水素で検討し

たが，輸送距離に応じた最適輸送キャリア

の検討

② LNGコンバインドサイクル発電所の燃料に

水素を混燃することの技術的検証

③ 各要素システム(特に建設コスト・電力単

価に大きな影響を与える風力発電・タンカ

ー輸送)の最適化の詳細検討

などがある。

図18 海外風力由来の水素と化石燃料の熱量比較

発電 
種類 

平成20年度 
（2008年度） 
推定実績 

平成21年度 
（2009年度） 

平成25年度 
（2013年度） 

平成30年度 
（2018年度） 

新エネ等 100 109 147 167

揚水 70 89 168 189

一般水力 691 763 768 780

石油等 1,232 1,100 673 591

LNG 2,845 2,676 2,735 2,620

石炭 2,524 2,398 2,294 2,341

原子力 2,554 2,775 3,735 4,470

計 10,017 9,910 10,521 11,147

表６　発電電力構成の推移(5)



１．はじめに

当研究所は，社会の構成員である公衆の意識

がどの様なものであるかについて，平成15年度

より首都圏の住民に対して定期的にエネルギー

に関するアンケートを行い，計７回調査を実施

している。調査の概要は表１の通りである。

［調査研究報告］

エネルギーに関する公衆の意識調査
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エネルギー技術情報センター
主管研究員下岡　　浩

（１）調査対象：首都圏（東京駅から30ｋｍ圏内）の満20歳以上の男女 
（２）調査数：500人 
（３）抽出法：割当法（首都圏における性別・年代別人口構成に合わせ， 
　　あらかじめ割り当てた目標数に達するまで回答者を選んで調査をする） 
（４）調査方法：訪問留置法（調査員が対象者宅を訪ね，調査票を渡し， 
　　後日，記入された調査票を訪問回収する） 
（５）調査期間： 
　　第１回目調査（平成15年10月20日～11月17日） 
　　第２回目調査（平成16年10月29日～11月29日） 
　　第３回目調査（平成17年10月28日～11月25日） 
　　第４回目調査（平成18年10月27日～11月24日） 
　　第５回目調査（平成19年10月26日～11月26日） 
　　第６回目調査（平成20年10月24日～11月25日） 
　　第７回目調査（平成21年10月23日～11月20日） 
（６）質問構成 
　　１）公衆の一般的な社会や生活に関する意識 
　　２）公衆のエネルギー問題に対する意識 
　　３）公衆の原子力発電に関する意識 
　　４）その他 

表１　調査の概要
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本報告では，前回調査の報告（季報エネルギ

ー総合工学Vol.32 No.2）に引き続き，原子力発

電に対する意識の分析を中心に報告を行う。な

お，このアンケートは日本全国の意見を調査し

たものではないことに注意すべきである。

２．アンケート調査結果の分析

（１）主な結果

①利用―廃止意見に否定的方向への変化あり

原子力発電の利用－廃止の意見は，図１に

示すように，前回調査までは廃止回答（すぐ

にやめる，徐々にやめていく）の減少など，

肯定的方向に変化する傾向がみられていたが，

今回の調査では，この傾向が逆転し，否定的

方向に変化した。

特に，廃止回答は前回の調査結果より大きく

増加（16％→28％）している。

図１　原子力発電の利用―廃止の意見

Q25. あなたは，日本は今　
後も原子力発電の利用を
続けるべきだと思います
か，やめるべきだと思い
ますか。次の中から１つ
だけ選んでください。
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②有用―無用感に変化はない

図２に示すように，原子力発電の利用－廃

止意見に大きな影響を与える要因と考えられ

ていた有用－無用感をみると，過半数（56％）

の人が［有用，どちらかといえば有用］と回

答しており，［無用，どちらかといえば無用］

との回答は非常に少ない。

これまでも変化はなかったが，今回の調査

でも変化はみられない。

③安心―不安感の肯定的方向へ変化している

原子力発電の利用－廃止意見に大きな影響

を与える要因と考えられていた安心－不安感

は，図３に示すように，前回調査で［不安，

どちらかといえば不安］回答が減少したが，

今回の調査でも前回とほぼ同様の結果を示し

ており，安心－不安感は肯定的方向へ変化し

ているといえる。

④ 運営に対する信頼－不信感の肯定的方向へ

の変化は変わらず

図４に原子力発電の利用－廃止意見に大き

な影響を与える要因と考えられていた原子力

発電所の運営に対する信頼－不信感を示す。

地震等のあった2007年を例外として，数年前

から信頼回答（適切に運営されている，どち

らかといえば適切に運営されている）が増え，

不信回答（適切に運営されていない，どちら

かといえば適切に運営されていない）が減る

という肯定的方向への変化は変わっていない。
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図２　原子力発電の有用―無用感

図３　原子力発電の有用―無用感

Q26.あなたは，原子力発
電は，今日の社会や人々
の生活にとって有用だと
思いますか，無用だと思
いますか。次の中から１
つだけ選んでください。

Q27.あなたは，原子力発
電の安全性については，
安心していますか，不安
ですか。次の中から１つ
だけ選んでください。



図５に今回新たに調査した日本の原子力発

電の運転実績の評価（Ｑ35）を示す。評価は

割れているが，［大事故のない安全な運転実績，

どちらかといえば大事故のない安全な運転実

績］との回答の方が［事故・トラブルの多い

運転実績，どちらかといえば事故・トラブル

の多い運転実績］との回答より多い。原子力

発電の運転実績の評価は，原子力発電所の運

営の適切感や安心－不安感との関係が大きく，

安全運転の積み重ねが信頼感と安心感に繋が

るといえる。

（２）意識変化の分析

今回の調査で，原子力発電の利用－廃止意

見は否定的方向に変化したが，この利用－廃

止意見に対する大きな影響を与える要因と考

えられていた［有用－無用感］，［安心－不安

感］，［信頼－不信感］は，いずれも否定的方

向への変化を見せていない。

従って，この３要因以外の要因の存在が推

定され，以下それが何であるか考察を行う。

①エネルギー・環境問題に楽観的になっている

本調査では，原子力のみならず，エネルギ

ー・環境についても対象としているが，図６を

みると，エネルギー供給問題について不安を感

じるという回答が大きく減少し（74％→62％），

不安を感じないという回答が増えている。

図７をみると，前回調査までは二酸化炭素

の排出量を低減できるという回答が減少して

いたが，今回の調査では逆にそれが大きく増

加（54％→64％）している。

すなわち，今回の調査では，首都圏住民は

エネルギー・環境問題に楽観的になっている

といえる。

②新エネルギーへの期待が大きくなっている

本調査では，新エネルギーも対象としている

が，図８をみると，20年後の日本で新エネルギ

ーを主要なエネルギー源にできるかどうかにつ

いての認識は，［できる］との強い意見が大き

く増加（32％→45％）している。
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図４　日本の原子力発電所の運営に関する意見

図５　日本の原子力発電の運転実績の評価

Q29. あなたは，日本の原
子力発電所は適切に運営
されていると思いますか，
されていないと思います
か。次の中から１つだけ
選んでください。

Q35. あなたは，今までの
日本の原子力発電所の運
転実績をどの様に思って
いますか。次の中から１
つだけ選んでください。
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図６　今後の日本のエネルギー供給問題についての不安感

図７　20年後の日本の二酸化炭素の排出量低減可能性についての認識

図８　20年後の日本の新エネルギーの利用可能性についての認識

Q13. あなたは，今後の日
本では，必要なエネルギ
ーを十分に確保できるか
どうかというエネルギー
供給の問題について，不
安を感じますか，感じま
せんか。次の中から１つ
だけ選んでください。

Q16. あなたは，20年後の
日本では，熱心に取り組
めば，地球温暖化の原因
の１つといわれている二
酸化炭素の排出量を大幅
に下げることができると
思いますか，できないと
思いますか。次の中から
１つだけ選んでください。

Q15. あなたは，20年後の
日本では，熱心に取り組
めば，「新エネルギー（太
陽光，風力，地熱など）
を主要なエネルギー源に
することができると思い
ますか，できないと思い
ますか。次の中から１つ
だけ選んでください。
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図９　現在の日本の発電量の最も多い電源の認識と20年後の予測

図10 20年後の新エネルギーの利用可能性認識別にみた

20年後の日本の二酸化炭素の排出量低減可能性についての認識

Q17. あなたは，現在の日
本で発電量の最も多いの
はどの発電だと思います
か。次の中から１つだけ
選んでください。

Q16. あなたは，20年後の
日本では，熱心に取り組
めば，地球温暖化の原因
の１つといわれている二
酸化炭素の排出量を大幅
に下げることができると
思いますか，できないと
思いますか。次の中から
１つだけ選んでください。

図９をみると，20年後の日本の発電量の最

も多い電源の予測は，［新エネルギーによる発

電］との回答が大きく増加（26％→37％）し

ており，新エネルギーへの期待が大きくなっ

ているといえる。

図10は，20年後の新エネルギーの可能性認識

（Ｑ15）と20年後の日本の二酸化炭素の排出量

低減可能性についての認識（Ｑ16）をクロス集

計したものであるが，新エネルギーの利用可能

性の認識と二酸化炭素の排出量低減可能性の認

識には関係があることがみてとれる。

③ 廃止回答者の中でも有用回答や中間回答が

増加している

今回の調査では原子力発電の廃止回答が増

加したが（Ｑ25），廃止回答者の安心－不安感

（Ｑ27），有用－無用感（Ｑ26）がどのような

ものになっているのかを図11，図12に示す。

図11をみると，廃止回答者の中で，主に

［不安，どちらかといえば不安，どちらともい

えない］回答の増加が大きくなっている。

図12をみると，廃止回答者の中で，主に

［有用，どちらかといえば有用，どちらともい

えない］回答の増加が大きい。一方，廃止回

答の中で［無用，どちらかといえば無用］意

見はあまり増えていない。すなわち，［無用，

どちらかといえば無用］意見が増えて廃止回

答が増えたのではない。

以上を踏まえると，不安回答者が廃止回答

になることは当然とはいえるが，有用回答者

や中間回答者がなぜ廃止回答になったのかに

ついて，更に分析が必要となる。

④将来のエネルギーの評価が原子力発電の利

用－廃止意見と関係する

廃止回答増加の理由を考えるにあたって，
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図12 原子力発電の廃止回答者の有用―無用回答数

図13 原子力発電の利用―廃止意見の判断理由

Q39. あなたが，日本は今
後も原子力発電の利用を
続けるべきかやめるべき
かを考える際に，判断理
由としているものは何で
すか。次の中から主な判
断理由をいくつでも選ん
でください。

図11 原子力発電の廃止回答者の安心―不安回答数
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図14 原子力発電の利用を続けるべきという判断理由にみた利用―廃止の意見

図15 原子力発電の利用をやめるべきという判断理由にみた利用―廃止の意見

Q25. あなたは，日本は今　
後も原子力発電の利用を
続けるべきだと思います
か，やめるべきだと思い
ますか。次の中から１つ
だけ選んでください。

Q25. あなたは，日本は今　
後も原子力発電の利用を
続けるべきだと思います
か，やめるべきだと思い
ますか。次の中から１つ
だけ選んでください。

今回新たに調査した「原子力発電の利用－廃

止の判断理由（Ｑ39）」と利用－廃止意見（Ｑ

25）をクロス集計した結果を図13～図15に示

す。図13は利用－廃止意見別に想定される判

断理由それぞれに対する回答数を示したもの

であり，図14，図15は回答数が多い判断理由

を選んで，判断理由別に回答者の利用－廃止

意見の回答割合を示したものである。

判断理由の中で，回答数が大きく，その回

答者の利用－廃止意見の回答割合の差が大き

いものが，利用－廃止意見を分ける比較的大

きな要因になっていると思われるが，図13～

図15において●印を付けた［原子力発電より

も新エネや省エネを進めるべきだ］，［世界の

エネルギー使用量増加に対応するため必要

だ］，［放射性廃棄物の適切な処理・処分が実

現できない］などがそれに該当する。

その中で，先に示した２つの理由は将来の

エネルギーや電力のあり方に係わるものであ

り，「将来のエネルギーの評価」が原子力発電

の利用－廃止意見と関係しているといえる。

３．廃止回答が増加した理由

原子力発電に対する［有用－無用感］，［安

心－不安感］，［信頼－不信感］に否定的方向

への変化がないにもかかわらず，「なぜ廃止回

答が増加したのか？」という疑問に対し，次

のように考察した。

アンケート調査では下記のような結果を得

ている。

① 地球温暖化問題を重視している

② 新エネルギーへの期待がより大きくなっ

ている

③新エネルギーへの期待と地球温暖化問題

の解決認識には関係があり，地球温暖化

問題の解決に対し楽観的になっている

④ 日本のエネルギー使用量の増大予想が減

少し，将来のエネルギー供給に対する不

安が減少している

⑤ 将来のエネルギーの評価が原子力発電の

利用－廃止意見と関係する
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また，社会状況として下記のような状況が

ある。

① 温室効果ガス削減目標の発表（90年比

25％減など）

② 新エネルギーの話題の増加（太陽光発電

の普及，補助制度など）

そこで，首都圏住民の廃止回答者の意識変

化は下記のように推測される。

「日本は地球温暖化問題の解決などに努力

しなければならないが，今後エネルギー使用

量はあまり増大せず，新エネルギーの利用な

どにより，地球温暖化問題の解決は可能にな

るであろう。したがって，将来，原子力発電

に頼る必要性は小さいのではないか。」

この様な将来のエネルギー問題を楽観する

ような意識変化によって，廃止回答（その大

部分は「徐々にやめていく」）が増えたのでは

なかろうかと考えられる。

すなわち，今日の［有用－無用感］が変化

していなくても，将来の［有用－無用感］が

否定的方向に変化したために［廃止回答が増

加した］のではないかと推定される※。

原子力発電推進のためには，原子力発電の

有用性，特に将来も有用であるとの説明が，

広報に含まれることが必要であろう。

４．おわりに

前回調査ではそれまで変化のみられなかっ

た原子力発電に対する不安回答が減少すると

いう結果が得られたが，今回調査でも前回ま

で減少傾向にあった廃止回答が反転して増加

するという非常に興味深い結果が得られた。

この原子力発電に対する廃止回答が増加す

るという結果が，今回だけの一時的な現象な

のか，また，本報においてはその原因を将来

の［有用－無用感］が否定的方向に変化した

ためと推定したが，その推定が正しいものか

どうか，さらなる調査が必要といえる。

最後に，本調査をとりまとめるにあたって，

アンケート調査にご協力いただいた方々に対

し深く謝意を表します。

なお，アンケート結果は当研究所のウェブ

サイト（http://www.iae.or.jp/index.html）に公開

されている。

※［将来の無用感］が［廃止回答］に関係することは「篠田佳彦，鳥井弘之，山野直樹，東京工業大学 21 世紀COE プログ
ラム「世界の持続的発展を支える革新的原子力」，平成19年度社会と原子力の関係に関する社会調査報告書（2007年11月）」
においても指摘されている。



１．基本的な考え方

（１）当研究所は，これまで，わが国のエネル

ギー工学分野の中心的な調査研究機関として，

産・学・官の緊密な連携の下，各エネルギー

技術分野における専門的な知見を集め，技術

的側面から総合的に調査，研究及び評価を行

い，その成果の普及に努めてきた。技術は，

わが国が国際社会で優位性を維持向上する上

で不可欠な資産であり，将来のリスクに対応

し得る強靭なエネルギー戦略の構築・実現に

貢献するものと考えられる。当研究所は，今

後とも「エネルギーの未来を拓くのは技術で

ある」との認識の下，エネルギー技術に係る

調査，研究，評価，成果の普及等に取り組ん

でいく所存である。

（２）昨今，原油価格の乱高下，地球環境問題

への対応等エネルギー・環境を巡る情勢は大

きく変動している。また，政治や経済を巡る

情勢も流動的となっている。

昨年，政権交代により発足した新政権にお

いては，エネルギー・環境が重視され，温室

効果ガス排出量削減に関し，短期的に高い目

標が設定されるとともに，エネルギー・環境

に係る産業や技術が主導する成長戦略が提唱

されている。一方，ポスト京都の温室効果ガ

ス削減目標に関する会議（COP15）は国際的

な合意に至らず，今後更なる議論が続けられ

ることとなった。

（３）このような多様なリスクが存在する状況

下，わが国が，国家存立の基盤であるエネル

ギーを安定的に確保し，地球環境問題に対応

していくためには，長期的かつグローバルな

観点から，戦略的にエネルギー供給確保及び

利用方策を企画立案し，着実に実施していく

ことが必要である。有限の地球に住む我々と

しては，今世紀中にも顕在化が懸念される人

類共通のリスクである資源制約及び環境制約

に如何に対処していくかは大きな課題である。

当研究所は，「総合工学」の視点に立脚して，

産・学・官の緊密な連携の下，中立的な立場

から，広範なエネルギー技術全分野を俯瞰し，

エネルギー技術開発のあり方について調査，

研究及び評価を行い，エネルギーや地球環境

に係るリスクが，わが国経済社会に与える影

響を分析するとともに，これらの影響緩和，

さらには問題解決に向けた提言を発信し，国

民経済の発展に貢献していくことが重要な任

務と考える。

（４）当研究所は，中長期的な観点からエネル

ギー技術全般を俯瞰し評価分析するとともに，

将来型原子炉，スマートグリッド，クリーン

コールテクノロジー及び二酸化炭素(CO2)回

収・貯留(CCS)，グリーン水素等の最新技術に

関し調査研究を行ってきているが，引き続き，

新たな技術課題を探索するとともに，技術の

評価に関する知見の最新化及び深化を図るこ

ととする。

次世代軽水炉技術開発事業に関して，当研

究所は，電力会社及び原子炉メーカーの協力

を得て中核機関として着実に実施してきてい

［事業計画］

平成22年度　事業計画

（財）エネルギー総合工学研究所
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るが，本年度前半には，これまでの成果に関

し関係機関により中間的な評価や今後の技術

開発のあり方に係る検討が行われる予定であ

り，その結果を踏まえ，同事業を実施してい

くこととする。

（５）「情報」と「評価」は，当研究所の事業

の基盤を成すものである。当研究所が運営す

るエネルギー技術情報プラットフォームの更

新・改良を進め，最新の技術情報，評価分析

結果等の技術的知見を，引き続き，会員企業

をはじめとする関係各位に提供していく。ま

た，当研究所の評価分析能力向上の観点から，

エネルギー技術の評価ツールの充実を図る。

（６）当研究所を巡る経営環境には厳しいもの

があり，事業収支の改善に向けて一層の経営

努力を図ることが急務である。本年度におい

て，新政権は公益法人の事業のあり方につい

て見直しを行うこととしており，また，新公

益法人法により全ての公益法人は期限内に新

しい法人形態を選択し移行することが要請さ

れている。このような激動する時代環境に適

確に対応するため，成功体験や優位性に安住

することなく，これまで蓄積してきた知見を

生かし，競争力ある調査研究及び公正な経営

両面で基盤の強化を図っていく。

（７）当研究所は，次のような点にも留意しつ

つ事業を実施する。

① 有望技術の実用化には，国の政策，市場

ニーズ，社会の受容性との適合性も必要と

されることから，技術と社会との係わりを

考慮して，学際的な調査研究の実施，異分

野の調査研究機関との連携等による総合的

なアプローチを進める。

② 調査研究及び技術開発活動の推進にはコ

ンプライアンスの強化が不可欠であり，当

研究所の事業に係る協力企業や外注先企業

も含め，その徹底を図る。

③ 調査研究成果等の適切な普及を図り，関

係機関の当研究所に対する評価向上に努める

ことにより，IAEブランドの一層の向上を図る。

２．各エネルギー分野における調査研

究等のテーマ

（１）総合的な見地からの調査研究

① エネルギー技術開発戦略に係る調査研究

エネルギーの安定供給，地球環境問題の

解決の両面から，国，研究機関，民間企業

等国内関係機関が有する知見を総合し，必

要に応じて国際機関とも協調して，わが国

として，中長期的な観点から将来を見据え

たエネルギー技術戦略策定に係る研究を行

う。

② エネルギー技術情報プラットフォームの

運用・整備

技術開発戦略策定の基盤を成す「情報」

については，資源制約及び環境制約の克服

に資するエネルギー技術に係る情報の収

集・分析・評価を行い，関係機関・企業が

インターネットを通してアクセスできるエ

ネルギー技術情報プラットフォームの更

新・充実を進める。また，エネルギー技術

の将来動向に関する当研究所の分析を「ア

ウトルック」として公表する。

③ エネルギーシステムに係る評価手法の開

発及び充実

技術開発戦略策定の基盤を成す「評価」

については，地球環境に係る長期分析が可

能な地球環境統合評価モデル(GRAPE)の機

能拡張を図るとともに，新たなエネルギー

システム分析評価モデルを導入することに

より，エネルギー供給及び需要双方の詳細

分析を可能とする体制を整える。

④ エネルギーに関するアンケート調査研究

今後のエネルギー技術開発のあり方に関

しては企業や大学に対し，また，エネルギ
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（ア）次世代の電力系統に関する調査研究

① 分散型電源と電力系統の調和の調査研究

及び次世代電力ネットワーク研究会の運

営

② スマートメーターに関する海外動向調査

③ 分散型電源からのアンシラリーサービス　

供給に関する調査研究

（イ）太陽・風力エネルギーに関する調査研究

④ 未利用再生可能エネルギーの利用技術に　

係る調査研究

⑤ 集光太陽熱利用技術に関する研究

（ウ）バイオマスエネルギーに関する調査研究

⑥ バイオマスからの液体燃料製造に係る総

合調査

⑦ ベトナムにおける産業廃棄物発電の導入

可能性調査

⑧ 都市ガス事業へのバイオマス利用可能性

調査

（エ）産業部門おける省エネルギーに関する調

査研究

⑨超臨界CO2ガスタービンの研究開発

⑩ エネルギー消費機器の使用，工場におけ

るエネルギー消費の実態調査

⑪ ヒートポンプに関する海外動向調査

（オ）電気自動車およびプラグインハイブリッ

ド自動車，その他

⑫ 電気自動車及びプラグインハイブリッド

自動車の導入に係る調査研究

⑬ 自動車用エネルギーに係る研究会の設

立・運営

⑭ 蓄電技術に係る調査研究

（３）水素エネルギーに関する調査研究

水素エネルギーは，将来の重要な二次エネ

ルギーと期待され，家庭用燃料電池の市販，

燃料電池自動車及び水素供給装置の普及促進

等，導入拡大に向けた動きが見られる。

ーに係る意識に関しては一般公衆に対して，

アンケート調査を実施し，その動向を分析

する。

⑤ エネルギーマネージメントシステムの国

際標準化に関する調査研究

エネルギーマネージメントシステムに係

る国際規格（ISO50001）策定に係る国際的

な作業は集約しつつあるが，最終案作成に

向けて，わが国の知見や意見を適確に反映

すべく，引き続き各国の意見や動向を調査

するとともに，関連の国際会議や議論に参

画していく。

また，これまでの調査研究成果の普及や

実践に係る活動に取り組んでいくこととす

る。

（２）新エネルギー・エネルギーシステム関連

新エネルギーは，資源賦存に地域性が大

きく，利用形態も多様であるので，供給から

利用に至るシステムの最適化を図りつつ，各

種資源・用途の相互比較も念頭に置いて長期

的な視点から技術開発を推進することが必要

である。

平成22年度には，太陽光，太陽熱，風力等

の分散型電源の導入拡大に対して，電力を安

定的・効率的に供給する次世代電力系統のあ

り方について調査研究を行う。また，セルロ

ース系バイオマスからの液体燃料製造につい

て，技術，経済性，社会等の各面から，種類

や賦存形態に合わせた最適利用システムの総

合的な調査研究を行う。

産業・業務部門における機器の高効率化を

実現する技術シーズの調査や研究開発を行う

とともに，今後の更なる省エネルギー戦略の

企画立案のためにエネルギー消費の詳細実態

調査を行う。運輸部門では，電気自動車及び

プラグインハイブリッド自動車に関する市場

ニーズを明らかにし，技術開発とコスト低減

に応じた普及可能性，効果等について調査研

究を行う。

― 52 ― 季報エネルギー総合工学



平成22年度においては，短中期的な課題であ

る水素供給及び水素輸送に関し，水素長距離

輸送技術，家庭用燃料電池に係る固体酸化物

形燃料電池の普及シナリオ，白金等の資源確

保に資する燃料電池リサイクル等の調査研究

を行う。また，中長期的な課題である風力等

の再生可能エネルギーに由来する水素（グリ

ーン水素）に関し，海外からの大量輸送シス

テムや技術的成立性等に関し調査研究を実施

する。さらに，水素供給源に関し，高温ガス

炉や製油所における水素製造について評価等

を行う。

（ア）燃料電池自動車導入に関する調査研究

① 水素の長距離輸送技術に係る調査研究

（イ）家庭用燃料電池普及に関する調査研究

② 固体酸化物形燃料電池の普及シナリオに

関する調査研究

③ 燃料電池リサイクルに係る調査研究

（ウ）海外再生可能エネルギー水素システム等

に関する調査研究

④ グリーン水素大量輸送システムの調査研

究

⑤ 光触媒水素及びその他低炭素水素製造技

術に係る調査研究

⑥ 海外で生産される水素の大量輸送，大規

模利用及び普及シナリオに係る調査研究

（エ）水素製造に関する調査研究，その他

⑦ 製油所における水素生産のあり方に係る

調査研究

⑧ 高温ガス炉における水素生産及びシナリ

オに係る調査研究

⑨ 国内外における水素技術政策動向調査

（３）化石エネルギー関連　

地球環境問題が喫緊の課題となる一方，当

分の間は化石燃料がエネルギー供給の太宗を

占めるものと考えられ，化石燃料からの温室

効果ガス排出量の削減を図りつつ，エネルギ

ーの安定供給を図っていくことが重要な課題

である。

平成22年度においては，石炭，非在来型原

油等をガス化・液化して輸送用等の石油代替

燃料に変換・利用するシステムや，CCS技術

等を適用して化石燃料利用とCO2排出量削減

との両立を可能とする低炭素燃料製造システ

ムに係る調査研究を行う。

また，発電所や液化天然ガス（LNG）基地

等，関連するエネルギー変換インフラの内外

の立地状況を踏まえ，最適な転換・輸送シス

テムの提案とエネルギーモデル評価による将

来動向に関し調査研究を行う。

さらに，大学等が有する有望な技術シーズ

を核として，化石燃料利用に係る革新技術の

開発促進に資する調査研究，在来・非在来型

の石油関連資源に関しても調査研究を行う。

その他，石油関連プラント設備等の寿命予

測に係る調査研究等を実施する。

（ア）化石燃料の高度転換技術（石炭ガス化，　

CCS等）を核としたエネルギーシステム研

究

① 革新的ゼロエミッション石炭ガス化発電

に係る調査研究

② 低炭素燃料導入に係る調査研究

③ 石油資源開発等へのCCSの活用に係る調

査研究

④ 石炭からの代替天然ガス（SNG）生産技

術に係る調査研究

⑤ 海外における石炭等からの液体燃料製造

に係る調査研究

（イ）化石燃料利用に関する革新技術に係る調

査研究，その他

⑥ ケミカルルーピング燃焼技術に係る調査

研究

⑦ 在来・非在来型石油関連資源の動向調査

⑧ 低炭素社会を目指したシナリオの調査研

究
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⑨ 太陽熱利用の技術動向及び海外市場動向

に係る調査

⑩ 石油関連プラント設備等の寿命予測に係

る調査研究

（４）地球環境関連

地球環境問題は，今世紀中頃を目途とした

世界の温室効果ガス排出量の半減に向け，国

際社会全体として取り組みが進められている

が，昨年開催されたCOP15に示されるように，

同問題は，途上国と先進国の利害対立などの

国際政治，科学技術，経済，社会等広範な分

野に関連し，国際合意形成は容易ではない。

平成22年度においては，地球環境問題に係

る国際的な動向を調査するとともに，当研究

所が有するエネルギー技術全般に関する専門

的な知見を生かし，気候変動とエネルギー・

土地利用などの地球環境システムを分析する

GRAPEを活用して，地球環境問題に係る政策

に関し調査研究を行う。また，非鉄金属を中

心に各種金属資源の長期需給について，モデ

ルを活用した調査研究を実施する。

① 地球環境政策動向に係る調査研究

② 地球環境関連の技術導入可能性に係る調

査研究

③ 金属資源の長期的需給に係る調査研究

（５）原子力関連

原子力は，実用的な非化石エネルギーであ

り，エネルギー安定供給及び地球環境問題対

応を図る上で重要な役割を担うと評価され，

世界的に開発利用が推進されている。

平成22年度においては，現在，原子力発電

の主流をなす軽水炉の先にある将来型原子炉

に関し，国際的な競争力を持つ次世代軽水炉

技術開発事業を実施するとともに，軽水炉以

外の炉型が主となる第４世代原子力システム，

中小型炉に関する国際共同研究開発へ引き続

き参画する。また，現実化してきた既設軽水

炉の廃止措置に係る技術開発等のあり方，高

レベル放射性廃棄物処分の進め方等に関し調

査研究を行う。さらに，国が実施する革新的

原子力技術開発や人材育成に係る公募管理業

務を実施する。

当研究所が運用する各種の評価ツールを活

用して調査研究を行うこととし，長期的かつ

グローバルな視点に立ち，持続可能なエネル

ギー供給システムに対し原子力がなす寄与に

関しGRAPEモデルを活用した評価研究を行う

とともに，高速増殖炉導入に向けたシナリオ

に関しシステムダイナミクスによる核燃料サ

イクル諸量評価モデル（STELLA）を用いた

調査研究を実施する。

また，原子力施設の安全レベル向上に資す

るため，原子力安全解析モデル（ＩMPACTコ

ード等）を活用して，原子炉内の事象に関し

解析評価を実施するとともに，モデルの改良

及び検証解析を実施する。

１）研究所本部における事業

（ア）長期的，グローバルな視点に立った調査

研究

① 持続可能なエネルギー供給システムに対

する原子力の寄与に係る調査研究

② 高速増殖炉導入に向けたシナリオに係る

調査研究

③ 高温ガス炉プラント及び原子力多目的利

用に係る調査研究

④ 世界の原子力開発利用動向に係る調査

⑤ 使用済ウラン・プルトニウム混合酸化物

（MOX）燃料の貯蔵・再処理に係る調査

研究

⑥ 原子力安全規制の高度化に係る調査研究

（イ）高レベル放射性廃棄物処理処分に関する

調査研究

⑦ 高レベル放射性廃棄物処分の安全確保に

係る自主基準に係る調査研究

⑧ 高レベル放射性廃棄物処分に係る技術レ

ポートの評価検討

⑨高レベル放射性廃棄物処分に係るリスク
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取扱いの調査研究

（ウ）国際協力業務

⑩ 第４世代原子力システム開発に係る国際

研究協力

⑪ 中小型炉に係る国際研究協力

⑫ 超臨界圧水炉に係る国際研究協力

（エ）公募管理業務その他

⑬ 革新的実用原子力技術開発に係る調査研

究

⑭ 原子力人材育成プログラムに係る人材育

成並びに研究環境整備に係る調査研究

２）原子力工学センターにおける事業

（ア）次世代軽水炉技術開発

当研究所は，国内既設炉の代替炉及び国際

標準炉として2030年頃の実用化を目指す次世代

軽水炉技術開発事業に関し，国の財政的支援

の下，電力会社及び原子炉メーカーの協力を

得て中核機関として実施してきている。平成22

年度前半には，これまでの成果に関し関係機

関により中間的な評価や今後の技術開発のあ

り方に関し検討が行われる予定であり，当研

究所は，その結果を踏まえ，同技術開発事業

を実施していくこととする。また，次世代軽

水炉の円滑な実用化に不可欠な規格基準及び

規制高度化のあり方に関し調査研究を行う。

（イ）原子力安全解析

① 軽水炉配管の腐食による減肉挙動の解析

研究

原子力発電の推進を図る上で配管の腐食

による減肉問題の解決は重要であり，これ

までに開発した配管減肉解析手法に関し，

実機配管管理ツールとして実用化すべく，

モデルの改良及び精度の向上を行う。

② 高速炉安全解析手法の開発等に関する研

究

これまで実施して来た高速炉における炉

心損傷事故を想定した解析手法に関し，実

証炉への適用を目指した調査研究を実施す

る。

③ 軽水炉安全解析手法の開発等に関する研

究

軽水炉の安全レベル向上に不可欠な気液

二相流に関する解析モデルの改良を実施す

るとともに，同モデルの機能を検証する試

験解析を行う。

（ウ）原子炉廃止措置に関する調査研究

④ 軽水炉廃止措置技術の最新状況に係る調

査研究

⑤ 軽水炉廃止措置の安全確保に関する民間

規格基準整備に係る調査研究

⑥ 軽水炉廃止措置工程等に係る評価研究

⑦ 高経年化等が軽水炉廃止措置に与える影

響に係る評価研究

（エ）耐震に関する調査研究

⑧設計用動的解析モデルの精度向上に係る

調査研究

３．調査研究成果に係る情報発信

（１）前号の事業で得られた成果のうち，技術

情報として有用度の高いものを編集し，情報

提供を行う。これらの調査研究に係る活動内

容や成果は，寄稿・投稿，講演会，学会発表，

ホームページへの掲載等により公表し，広く

利用に供することとする。

（２）当研究所では，下記の手法により，調査

研究成果に係る情報発信を行う。

① 定期刊行物（季報エネルギー総合工学）

の刊行

② 月例研究会，エネルギー総合工学シンポ

ジウム，セミナーの開催

③ エネルギー技術情報プラットフォームの

整備及び運用
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４．その他

（１）産・学・官の緊密な協力体制の下，関係

各分野の専門家による情報交換と共有を実施

する場を提供し，適宜，エネルギー技術開発

のあり方について提言を行う。

（２）海外の調査研究機関との交流・連携を深

めるとともに，国際プロジェクトへの参画等

により，国際協力の一端を担う。

（３）コンプライアンスの強化のために，行動

規範，規程等の整備・拡充を図っているが，

今後は，内部監査体制の整備等により，その

実効性を高める。
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研究所のうごき
（平成22年１月２日～４月１日）

◇　第34回評議員会
日 時：３月12日（木）11:00～12:00
場 所：経団連会館（５階） 502号室
議 題：

第一号議案 平成22年度事業計画および収支予算
（案）について

第二号議案 理事および監事の選任について
第三号議案 その他

◇　第77回理事会
日 時：３月19日（金）11:00～12:00
場 所：経団連会館（４階） 404号室
議 題：

第一号議案 平成22年度事業計画および収支予算
（案）について

第二号議案 理事４役の互選について
第三号議案 役員退職金規程の一部改定について
第四号議案 事務局長の委嘱について
第五号議案 その他

◇　月例研究会

第286回月例研究会
日　時：１月29日（金）14:00～16:00
場　所：航空会館７階701・702会議室
テーマ：

１．サウジアラビアと日本のパートナーシップ
発展について

（アラムコ・オーバーシーズ・カンパニー東京支店
サード・アルカティーブ博士）

２．エネルギーロードマップに関する動向
（�エネルギー総合工学研究所 プロジェクト

試験研究部　部長　黒沢　厚志）

第287回月例研究会
日　時：２月26日（金）14:00～16:00
場　所：航空会館５階501・502会議室
テーマ：

１．低炭素社会に向けた蓄電技術への期待
－電気自動車と再生可能エネルギー－

（�電力中央研究所　　材料科学研究所　領域
リーダー （先進機能材料領域）上席研究員　
池谷　知彦　氏）

２．燃料電池の現状と山梨大学における研究
発

（山梨大学　燃料電池ナノ材料研究センター
教授　小俣 富男　氏）

第288回月例研究会
日　時：３月26日（金）14:00～16:00
場　所：航空会館５階501・502会議室
テーマ：

１．北米のシェールガス革命
（（独）石油天然ガス・金属鉱物資源機構
石油開発本部 調査部 調査課　市原 路子　氏）

２．地球温暖化対策　中期目標の達成に向けて
－対策と課題

（東京大学　生産技術研究所　特任教授　エネ
ルギー工学連携研究センター　副センター長
金子　�三　氏）

◇　外部発表

［講演］
発表者：蓮池　宏，小川　紀一郎，　丹　光義
テーマ：超臨界圧CO2ガスタービン発電システムの

効率特性評価
発表先：�エネルギー・資源学会，第26回エネル
ギーシステム・経済・資源コンファレンス
日　時：１月26日

発表者：松井 　一秋
テーマ：次世代炉開発をめぐる最近の動きと今後

の展望
発表先：新春特別講演会，日本原子力情報センター
日　時：２月１日

発表者：松井　 一秋
テーマ：次世代炉開発をめぐる最近の動きと今後

の展望
発表先：電気倶楽部
日　時：２月10日

発表者：蓮池　宏
テーマ：超臨界CO2を作動流体とするガスタービン

発電システム
発表先：ENEX2010（NEDOブースにおける研究紹介）
日　時：２月10日～12日

発表者：石倉　武
テーマ：廃止措置関連の国際会議に参加して

- ICEM2009，Avignon2008などのトピックス-
発表先：デコミッショニング研究会
日　時：２月19日

発表者：渡部　朝史
テーマ：国際的な水素エネルギーシステムの経済

性について
発表先：第130回水素エネルギー協会 定例研究会
日　時：２月24日
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発表者：坂田　興
テーマ：エネルギー総合工学研究所における新エ

ネルギーへの取り組み
発表先：第２回長岡モノづくりフォーラム
日　時：３月４日

発表者：小野崎　正樹
テーマ：石炭ガス化を中心としたクリーン・コー

ル・テクノロジー
発表先：JCOAL主催 平成21年度「石炭基礎講座」
日　時：３月５日

発表者：渡部　朝史，蓮池　宏，村田　謙二，
野口　英樹

テーマ：電気自動車寒冷地走行時における暖房が
燃費に与える影響

発表先：平成22年電気学会全国大会
日　時：３月17日

発表者：内藤　正則，上原　靖，岡田　英俊，
内田　俊介

テーマ：連成解析による気液二相流中構造物の振
動・腐食評価手法の開発

第45報 配管減肉評価手法の評価精度
および実機評価性向上（内藤）
第46報 水化学制御による減肉抑制策
の有効性評価（岡田）
第47報 水化学制御適用時の減肉速度
のトランジェント評価（内田）

発表先：本原子力学会2010年春の大会（会場 茨城
大学）

日　時：３月28日

［論文・寄稿］
発表者：松井　 一秋
テーマ：原子カ発電技術の未来
寄稿先：電気協会誌
日　時：平成22年１月号

発表者：坂田　興
テーマ：第29回水素エネルギー協会大会報告
発表先：水素エネルギー協会誌
日　時：３月31日

◇　人事異動

○３月31日付
（出向解除）
宮崎丈彦　　プロジェクト試験研究部主任研究員
井上方夫　　原子力工学センター主任研究員

○４月１日付
（採用）
清田佳美　　プロジェクト試験研究部主管研究員
久田　司　　原子力工学センター主任研究員

（出向採用）
矢野正高　　プロジェクト試験研究部主任研究員
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最近の言葉遣いで言えば，いまこの
国は「草食系」と言うことになるのだ
ろうか。獲物に狙い定めて飛び掛ろう
とする猛獣・猛禽類とはとても思えな
い。全体的に体温も低く，手近の草を
食べて，心安らかに暮らすといった感
じか。

この国が得意としてきたはずの技術
立国にも変調をきたしていることが，
米国科学財団NSFが今年1月に公表した

“Science and Engineering Indicators 2010”
に示されている。一例が下図に示すハ
イテク製品生産高の1995年－2007年の
推移である。ここで言うハイテク製品
とは，宇宙航空，通信機器および半導
体製品，コンピュータおよびオフィス
機器，医薬品，科学機器であり，生産
高は付加価値基準（最終販売高から国
内外からの中間製品購入コストを差し
引いたもの）である。2002年以降，米

欧中が増加し続け，特に中国の成長率が
高い一方，日本のみが低下傾向を示して
いることがわかる。また，輸出高につい
ても日本の急落は同様である。

このグラフに示されるハイテク製品の
範疇には入らないが，わが国が誇るエネ
ルギー技術の一つとして，世界最高42%
の発電効率を商業的に達成している超々
臨界圧石炭火力発電技術がある。この技
術を，世界中で数多く稼動し続けている
効率の低い旧型の石炭火力に適用すれ
ば，莫大な量の二酸化炭素排出削減が実
現できる計算になり，これについては技
術輸出に向けて官民を挙げた努力が始め
られているところである。

この例に限らず，まだまだこの国に技
術はある。持てる牙や爪を使って，何と
かこのどん底から這い上がる努力をしな
ければならない。

編集責任者　疋田知士　
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